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当支店の概要 

商号等 
クレディ･アグリコル証券会社 東京支店 

金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第 214 号 

住所 
〒106-0041 

東京都港区麻布台 1-3-1 麻布台ヒルズ森 JP タワー 50 階 

代表電話 03-4580-5900 
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日本証券業協会 

一般社団法人 金融先物取引業協会 

ホームページ 

当支店の概要および最新の規定集につきましては、下記 URL もご参照

ください。 

http://www.ca-cib.co.jp/shoken/index.html 
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証券取引約款 

証券取引約款 
 

第 1 章 総則 
 (約款の趣旨) 
第１条 この約款は、お客様とクレディ・アグリコル証券会社東京支店（以下｢当支店｣といいます。）との間の有価証券等（株式および外国証券

を含む有価証券、振替有価証券、その他当支店において取り扱う証券、証書、権利または商品を言います。以下同じ。）の取引､サービス等
の内容や権利義務関係を明確にすることを目的とするものです。 

 

（契約締結に際してのご注意と情報の共有の同意について） 
第２条 お客様が希望されるサービスや取引の種類、内容によっては、当支店所定の方法による申し込みが必要になるものがあります。これ

らのサービスや取引については、お客様の申し込みに対して当支店が承諾した場合に個別に契約が締結され､当該サービス、取引のご利

用が可能になります。 
 
(取引の利用) 

第３条 
(1) お客様はこの約款及び別に定める各取引の約款、規定等にもとづいて次の各号に掲げる取引をご利用いただけます。 

① 有価証券の保護預り 

② 振替有価証券の取引 
③ 外国証券取引 

(2) 上記(1)に掲げる各取引の意義は、以下の各号に定めるところによります。 

① 有価証券の保護預り 
「有価証券の保護預り」とは、第5章の規定に従い、当支店が「金融商品取引法」（以下「金商法」といいます。）第２条第1項各号
に掲げる有価証券について、お客様からお預かりすることをいいます。なお、お客様からお預かりした有価証券の取引を処理す

る口座のことを「保護預り口座」といいます。また、当該口座でお預かりした有価証券を「保護預り証券」といいます。 
② 振替有価証券の取引 

「振替有価証券の取引」とは、各種振替決済口座管理約款の規定に従い、当支店とお客様との間で行う社債、株式等の振替に

関する法律（以下「振替法」といいます。）に基づく振替制度において取扱う国債（以下「振決国債」といいます。）、一般債（短期
社債を含みます。以下同じ。）、および振替株式等（以下総称して「振替有価証券」といいます。）の取引のことをいいます。振替
有価証券の範囲については、振替機関（日本銀行または株式会社証券保管振替機構（以下「機構」といいます。））の定めによる

ものといたします。また、お客様の振替有価証券の取引は「振替決済口座」で処理し、「振替口座簿」に記載または記録いたしま
す。なお振替決済口座は、各種振替決済口座管理約款に定めるところによるほか、振替法その他の関係法令ならびに振替機
関の業務規程その他の関連諸規則に従ってお取扱いいたします。 

③ 外国証券取引 
「外国証券取引」とは、金商法第２条１項各号に掲げる有価証券又は同条第２項に定める有価証券とみなされものの内、我が国
以外で保管されるものの取引のことをいいます。なお外国証券取引口座は、「外国証券取引口座約款」に従い、当支店が、お客

様から外国証券の売買の執行、売買代金の決済、証券の保管その他外国証券の取引に関する金銭の授受などすべての取引
をお受けする際に、お客様に開設していただく口座のことをいいます。 

 

第 2 章 申込方法等 
 
（取引時確認について） 

第４条 
(1) 当支店は、お客様が当支店と取引を行うに際し、「犯罪による収益の移転防止に関する法律」（以下「犯罪収益移転防止法」といいま

す。）その他の適用法令等および当支店の社内規程等に基づき、取引時確認を行います。お客様がお取引を開始される場合、当支店

は犯罪収益移転防止法に定める取引時確認書類以外に定款、規約、寄附行為など、取引時確認手続きに必要な書類をご提示または
ご提出いただくことがあります。 

(2) すでにお届け頂いている取引時確認手続に関する情報について変更又は修正がある場合、お客様は速やかに当支店にその内容を

通知するものとします。その際当支店の要請があれば、「登記事項証明書」、「印鑑証明書」等の確認書類を提出するものとします。 
(3) 当支店は、(i)お客様が取引時確認手続きに関する情報を提出いただけない場合、(ii)お客様よりご提出いただいた取引時確認手続に

関する情報や確認書類に誤りがある場合、又は(iii)当支店が偽りの可能性があると考えお客様に確認を求めた場合において必要な協

力を得られなかった場合には、お客様との取引を解除することができるものとします。 
 
（内部者登録の届出） 

第５条 お客様は、金商法第 166 条に規定する上場会社等の特定有価証券にかかる売買を初めて行う際、当支店に日本証券業協会の定め
る規則の「上場会社等の役員等」に該当するか否かをあらかじめ当支店所定の方法により届けていただきます。 

 

（有価証券の保護預りおよび振替有価証券の取引） 
第６条 

(1) お客様が、当支店所定の方法により、当支店に保護預り口座の設定を申し込み、当支店が承諾した場合には、日本証券業協会の定

める「有価証券の寄託の受入れ等に関する規則」に基づく保護預り口座が開設されます。 
(2) お客様が、当支店所定の方法により、当支店に振替決済口座の設定を申し込み、当支店が承諾した場合には、振替決済口座が開設

されます。 

 
（外国証券の取引） 
第 7 条 

(1) お客様が、当支店で外国証券の取引を行われる際には、「外国証券取引口座設定申込書」を提出していただき、当支店が承諾した場
合に、外国証券取引口座が開設されます。 

(2) 当支店は、外国証券取引口座の契約を締結する際には、外国証券取引口座約款をお渡しいたします。 
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第 3 章 お客様からの注文受付 

 
（法令・諸規則の遵守） 
第８条 当支店は、お客様から有価証券の売買等のご注文をお受けする際には、金商法その他関係法令、金融商品取引所の定める受

託契約準則および日本証券業協会の定める規則に従い、当該ご注文をお受けするものといたします。 
 
（本人確認） 

第 9 条 当支店は、お客様からご注文をお受けする際には、犯罪収益移転防止法に従い、お客様ご本人からのご注文であることを確認さ
せていただきます。 

 

（目論見書の交付） 
第 10 条 当支店は、金商法第 15 条の規定に従い、お客様から募集または売出しに係る有価証券の買付のご注文をお受けする際には、あ

らかじめまたは同時に当該有価証券の目論見書を、お客様にお渡しいたします。 

 
第 4 章 お客様への連絡・報告 

 

（売買等の取引の報告） 
第 11 条 当支店は、お客様からご注文いただいた有価証券の売買等の取引が成立したときは、金商法第 37 条の 4 の規定に従い、取引報告

書を作成し、お客様にお送りいたします。 

 
（取引および残高の報告） 
第 12 条 

(1) 当支店は、「金融商品取引業等に関する内閣府令」（以下「金商業等府令」といいます。）第 98 条第 1 項第 3 号ロの規定に基づき、4 半
期に１回以上、当該期間における有価証券のお取引の内容とお取引いただいた後の残高を記載した取引残高報告書をお客様にお送
りいたします。また取引がない場合には，１年に１回以上、取引残高報告書をお客様にお送りいたします。 

(2) 信用取引、金商法第 28 条第 8 項第 6 号に規定する有価証券関連デリバティブ取引（以下「有価証券関連デリバティブ」といいます。）
または同法第 2 条第 22 項に規定する店頭デリバティブ取引（有価証券関連デリバティブ取引並びに金融商品取引法施行令第 1 条の
8 の 6 第 1 項第 2 号に該当するものおよび同令第 16 条の 4 第 1 項各号に掲げるものを除く。以下「店頭デリバティブ」といいます。）

の未決済建玉があるお客様には、毎月、取引残高報告書をお送りいたします。 
(3) 取引報告書および取引残高報告書を受領された場合は、速やかにその内容をご確認ください。その報告内容にご不審の点があるとき

には、当支店のコンプライアンス部宛に直接ご連絡ください。 

(4) 当支店は、上記（１）及び（２）の規定にかかわらず、お客様が特定投資家（金商法第２条第 31 項に規定する特定投資家（同法第 34 条
の２第５項の規定により特定投資家以外の顧客とみなされる者を除き、同法第 34 条の３第４項（同法第 34 条の４第６項において準用
する場合を含みます。）の規定により特定投資家とみなされる者を含みます。）をいいます。）である場合であって、お客様からの上記

（１）及び（２）の規定に定める残高照合のための報告内容に関する照会に対して速やかに回答できる体制が整備されている場合には、
当支店が定めるところにより残高照合のためのご報告を行わないことがあります。 

(5) 当支店は、上記(2)に定める取引残高報告書のうち、次の各号に掲げる書面に記載されているものについては、上記(2)の規定にかか

わらず、取引残高報告書を送付しないことがあります。 
① 個別のデリバティブ取引等に係る契約締結時交付書面 
② 当該デリバティブ取引等に係る取引の条件を記載した契約書 

(6) 当支店は、保護預かり証券および振替口座簿に記載または記録した振替有価証券について、次の事項をお客様にお知らせいたしま
す。 
① 混蔵保管中の債券について抽選償還等があった場合 

② 債券の最終償還日 
③ 当支店が保管する破綻会社株券を廃棄する場合には、当該株券の返還に応じられる期限日 

 

第５章 有価証券の保護預り 
 
（保護預り証券） 

第 13 条 当支店は、第３条(2)①に掲げる証券について、本章、または機構の業務規定および業務規定施行規則その他機構が定める規則
の定めに従ってお預かりいたします。ただし、これらの証券でも都合によりお預かりしないことがあります。 

 

（保護預り証券の保管方法および保管場所） 
第 14 条 当支店は、保護預り証券について金商法第 43 条の 2 に定める分別管理に関する規定に従って次のとおりお預かりいたします。 

① 保護預かり証券については当支店において安全確実に保管いたします。なお、当支店における保護預り証券の保管業務等について

は、第三者機関に委託する場合があります。 
② 保護預り証券のうち、債券または投資信託の受益証券については、とくにお申出のない限り他のお客様の同銘柄の証券と混蔵して保

管することがあります。 

上記②による保管は、大券をもって行うことがあります。 
 
（混蔵保管などに関する同意事項） 

第 15 条 第 14 条の規定により混蔵して保管する証券については、次の事項につきご同意いただいたものとしてお取り扱いいたします。 
① お預りした証券と同銘柄の証券に対し、その証券の数または額に応じて共有権または準共有権を取得すること。 
② あらたに証券をお預りするときまたはお預かりしている証券を返還するときは、その証券のお預りまたはご返還については、同銘柄の

証券をお預りしている他のお客様と協議を要しないこと。 
 
（当支店で保管する株券が破綻会社株券となった場合） 

第 16 条 お客様のお申出により当支店で保管する株券について、株式の全部を零にする資本の減少を行ったとき、当該発行者が破産手
続開始の決定を受けたとき、または当該発行者が清算結了の登記を行った場合は、当支店は、第 12 条（6）③の規定により、あらかじめ返
還の期限日をお知らせした後、当該期限日までに返還のご請求がないときは、当該株券を廃棄することがあります。 
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（混蔵保管中の債券の抽選償還が行われた場合の取扱い） 

第 17 条 混蔵して保管している債券が抽選償還に当選した場合における被償還者の選定および償還額の決定などについては、当支店が
定める社内規程により公正かつ厳正に行います。 

 

（保護預り証券の口座処理） 
第 18 条 保護預りとしてお預かりする証券は、すべて同一口座でお預かりいたします。 

(1) 金融商品取引所又は決済会社の振替決済にかかる証券については、他の口座から振替を受け、又は他の口座へ振替を行うことがあ

ります。この場合、他の口座から振替を受け、その旨の記帳を行ったときにその証券が預けられたものとし、また、他の口座へ振替を
行い、その旨の記帳を行ったときにその証券が返還されたものとして取り扱います。ただし、機構が必要があると認めて振替を行わな
い日を指定したときは、機構に預託されている証券の振替が行われないことがあります。 

 
（担保に係る処理） 
第 19 条 お客様が保護預り証券について担保を設定される場合は、当支店が認めた場合の質権の設定についてのみ行うものとし、この場

合、当支店所定の方法により行います。 
 
（名義書換等の手続きの代行など） 

第 20 条 
(1) 当支店は、ご依頼があるときは株券等の名義書換、併合、分割または株式無償割当て、新株予約権付社債の新株予約権の行使、単

元未満株式等の発行者への買取請求の取次ぎなどの手続を代行いたします。 

(2) 上記の場合は、所定の手続料をいただきます。 
 
（有価証券の受入れ） 

第 21 条 
(1) 当支店は、お客様から有価証券をお預かりする場合、原則として、事前に無効な有価証券（偽造株券、除権判決済の株券等）または

流通に支障のある有価証券（盗難株券、公示催告中の株券等）でないことを確認いたします。確認の結果、無効または流通に支障の

ある有価証券であったときは、当該有価証券のお預かりをお受けいたしません。 
 
（償還金等の代理受領） 

第 22 条 保護預り証券の償還金または利金の支払があるときは、当支店が代わってこれを受け取り、ご請求に応じてお支払いいたしま
す。 

 

（保護預り証券などの返還） 
第 23 条 保護預り証券の返還をご請求になるときは、当支店所定の方法によりお手続きください。 
 

（保護預り証券の返還に準ずる取扱い） 
第 24 条 当支店は、次の場合には前条の手続きをまたずに保護預り証券の返還のご請求があったものとしてお取扱いいたます。 

① 保護預り証券を売却される場合 

② 保護預り証券を代用証券に寄託目的を変更する旨のご指示があった場合 
③ 当支店が第 22 条により保護預り証券の償還金の代理受領を行う場合 

 

（公示催告等の調査等の免除） 
第 25 条 当支店は、保護預り証券にかかる公示催告の申し立て、除権決定の確定、保護預り株券に係る喪失登録等についての調査及び

ご通知はしません。 

 
第６章 雑則 

 

（お客様が決済を履行されない場合） 
第 26 条 

(1) お客様が金融商品取引所、金融商品取引業協会、または当支店が定める時限までに買付け代金もしくは売付け有価証券をお預けい

ただけない場合には、当支店は任意に売買契約を解除し、またはお客様の計算において反対売買を行うことができるものといたしま
す。 

(2) 当支店が上記（１）により損害をこうむった場合には、当支店はお客様のために占有する金銭および有価証券をもってその損害に充当

し、なお不足があるときは、その不足額の支払いをお客様に対し請求することができるものといたします。 
(3) 上記（２）にいう当支店がお客様のために占有する金銭が円貨以外の場合で、当支店が円貨による充当が必要と判断したときには、

当該損害の充当を行う日の当支店が定める換算レートにより円貨に換えて充当を行うものといたします。 

(4) 上記（３）の規定は、当支店がお客様のために占有する金銭と、当支店が充当を要する損害の金銭が異なる通貨の場合にも準用いた
します。 

 

（預り金について） 
第 27 条 当支店は、この約款に基づいてお預かりした金銭に対しては、利子その他いかなる名目によっても対価をお支払いたしません。 
 

（取扱いの解約） 
第 28 条 この約款における各契約および取扱いは、次の各号のいずれかに該当したとき解約されるものといたします。 

① お客様から解約のお申出があった場合（融資等の契約に基づき有価証券等に担保が設定されている場合を除きます。） 

② お客様が手数料を支払わないとき。 
③ お客様がこの約款に違反したとき。 
④ この約款の変更にお客様が同意されない場合。 

⑤ 口座管理料の計算期間が満了したときに有価証券等の残高がない場合。 
ただし融資等の契約に基づき有価証券等に担保が設定されている場合を除きます。 

⑥ お客様が口座開設時にした確約に関して虚偽の申告をしたことが認められ、当支店が解約を申し出たとき。 

⑦ お客様が暴力団員、暴力団関係企業、いわゆる総会屋等の反社会的勢力に該当すると認められ、当支店が解約を申し出た場合。 
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⑧ お客様が、暴力的な要求行為、法的な責任を超えた不当な要求行為等を行い、当支店が契約を継続しがたいと認めて解約を申し出

た場合。 
⑨ その他、契約を解除することが適当と認められる事由として当支店が定める事由に該当したとき、又は、やむをえない事由により、当

支店がお客様との取引の継続が望ましくないと判断した場合において、当支店が解約を申し出た場合。 

 
（解約に伴う返還手続き） 
第 29 条 

① 各契約が解約されたときには、当支店は、所定の方法により遅滞なくお客様の有価証券等、持分および金銭をお客様に返還いたしま
す。 

② 振替有価証券については、お客様の指定する口座管理機関への振替を行います。 

③ お預かりしている有価証券について本券での返還またはお客様の指定する口座管理機関等への振替ができない場合は、当該有価証
券を換金し、所定の経費を差し引いた金銭を引き渡すことにより、返還にかえるものといたします。 

 

（届出事項の変更手続き） 
第 30 条 

(1) 氏名、住所およびお届印の変更など申込事項に変更があったときは、その旨を当支店にお申し出のうえ、当支店所定の方法により遅

滞なくお手続きいただきます。このお申し出があった場合は、当支店に、住民票、登記事項証明書、印鑑証明書そのほか必要と認める
書類などをご提出いただくことがあります。この場合、印鑑証明書のご提出ができないときは、当支店の認める保証人の印鑑証明書を
ご提出いただきます。 

(2) お客様の届出事項に変更があった場合は、当支店はその手続きが完了したのち、金銭および保護預り有価証券の返還のご請求に応
じさせていただきます。 

(3) お客様が上記（１）の住所変更の届出をされない場合において、当支店からの諸通知が到着しなくなった日から起算して１年以上を経

過したとき、当支店はお客様の口座を廃止し、お客様の金銭等を当支店所定の方法により、専用の口座で保管することがあります。ま
た、当支店は専用口座で保管することとなった日から起算して１０年以上経過したとき、お客様の金銭等の返還に応じられない場合が
あります。 

(4) 第４条で当支店に届出いただいている内容に変更があったときは、その旨を当支店にお申出のうえ、当支店所定の方法により遅滞無
くお手続きいただきます。 

(5) 届出事項の変更のお手続きをいただけない若しくは遅延したことによりお客様の損害が生じた場合にあっても、当支店は免責されるこ

ととします。 
 
（通知の効力） 

第 31 条 お客様のお届出住所あてに、当支店によりなされた諸通知が、転居、不在その他当支店の責に帰すことのできない事由により、
延着し、または到着しなかった場合においては、通常到着すべきときに到着したものとして取り扱うことができるものといたします。 

 

（後見開始等の届出） 
第 32 条 お客様について、後見開始、保佐開始もしくは補助開始の審判または任意後見監督人の選任が家庭裁判所によりなされたときは、

ただちにその旨を当支店所定の方法によりお届けいただくものといたします。 

 
（お客様が非居住者となる場合） 
第 33 条 お客様が日本国内の居住者でなくなる場合は、遅滞なく当支店に届けていただき、当支店の取引口座の解約手続きを行っていた

だきます。ただし、お客様が、当支店が別に定める取扱いについてご承認のうえ、当支店所定の手続きをしていただき、当支店が承諾した
場合には、その定めの範囲でお取扱いを継続することができます。 

 

（通話の録音） 
第 34 条 当支店は、お客様との通話を録音することがあります。録音された個人情報は、当支店のプライバシーポリシーに従って厳正に管

理いたします。 

 
（免責事項） 
第 35 条 当支店は、次に掲げる場合にお客様に生じた損害については、当支店はその責めを負わないものといたします。 

① お客様が第 30 条の変更手続きを怠るか、または変更の届出が遅延したことにより生じた損害 
② 当支店所定の請求受領書などに押印された印影とお届印の印鑑とを相当の注意をもって照合し、相違ないものと認めて、お預りした

有価証券または金銭を返還したことにより生じた損害 

③ お預り当初から保護預り証券について瑕疵またはその原因となる事実があった場合 
④ 第 12 条(5)②または③のご通知を行ったにもかかわらず、所定の期日までに名義書換または返還請求などの手続きにつきご依頼がな

かった場合 

⑤ 天災地変、政変、同盟罷業、外貨事情の急変、外国為替市場の閉鎖などの不可抗力と認められる事由により、売買の執行、金銭の授
受または寄託の手続などが遅延し、または不能となったことにより生じた損害 

⑥ 電信または郵便の誤謬、遅滞などの当支店の責に帰すことのできない事由により生じた損害 

 
（合意管轄） 
第 36 条 お客様と当支店の間で訴訟の必要が生じた場合、当支店の所在地を管轄する裁判所を指定することができるものといたします。 

 
（約款の変更） 
第 37 条 この約款は、法令の変更または監督官庁の指示、その他必要が生じたときに改定されるときがあります。なお、当支店は、改定の

内容が、お客様の従来の権利を制限するもしくはお客様にあらたな義務を課するものでない場合または軽微である場合を除き、その改定事
項をお客様に通知いたします。この通知があった場合、所定の期日までにお客様から異議の申し立てがないときは、当支店は、約款の改定
にご同意いただいたものとしてお取扱いいたます。 
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振替決済口座管理約款 
 

（約款の趣旨） 
第１条 この約款は、社債、株式等の振替に関する法律（以下「振替法」といいます。）に基づく振替決済制度において取り扱う国債（以下

「振決国債」といいます。）に係るお客様の口座を、当支店に開設するに際し、当支店とお客様との間の権利義務関係を明確にするために定

められるものです。 
 
（振替決済口座） 

第２条 振決国債に係るお客様の口座（以下「振替決済口座」といいます。）は、振替法に基づく口座管理機関として、当支店が備え置く振
替口座簿において開設します。 

２ 振替決済口座には、日本銀行が定めるところにより、種別ごとに内訳区分を設けます。この場合において、質権の目的である振決国債の

記載又は記録をする内訳区分と、それ以外の振決国債の記載又は記録をする内訳区分とを別に設けて開設します。 
３ 当支店は、お客様が振決国債についての権利を有するものに限り振替決済口座に記載又は記録いたします。 
 

（振替決済口座の開設） 
第３条 振替決済口座の開設に当たっては、あらかじめ、お客様から当支店所定の「保護預り口座設定申込書」によりお申し込みいただき

ます。 

２ 当支店は、お客様から「保護預り口座設定申込書」による振替決済口座開設の申込みを受け、これを承諾したときは遅滞なく振替決済口座を
開設し、お客様にその旨を連絡いたします。 

３ 振替決済口座は、この約款に定めるところによるほか、振替法その他の関係法令並びに日本銀行の国債振替決済業務規程その他の関

連諸規則に従って取り扱います。 
 
（当支店への届出事項） 

第４条 「保護預り口座設定申込書」に押印された印影及び記載された住所、氏名等をもって、お届出の印鑑、住所、氏名等とします。 
 
（振替の申請） 

第５条 お客様は、振替決済口座に記載又は記録がされている振決国債について、次の各号に定める場合を除き、当支店に対し、振替
の申請をすることができます。 
(1) 差押えを受けたものその他の法令の規定により振替又はその申請を禁止されたもの。 

(2) 法令の規定により禁止された譲渡又は質入れに係るものその他日本銀行が定めるもの。 
(3) 振決国債の償還期日又は利子支払期日の３営業日前から前営業日までの範囲内において日本銀行が定める期間中に振替を行うも

の。 

２ 前項に基づき、お客様が振替の申請を行うに当たっては、あらかじめ、次に掲げる事項を、当支店に提示いただかなければなりません。 
(1) 減額及び増額の記載又は記録がされるべき振決国債の銘柄及び金額 
(2) お客様の振替決済口座において減額の記載又は記録がされるべき種別及び内訳区分 

(3) 振替先口座 
(4) 振替先口座において、増額の記載又は記録がされるべき種別及び内訳区分 

３ 前項第１号の金額は、その振決国債の最低額面金額の整数倍となるよう提示しなければなりません。 

４ 振替の申請が、振替決済口座の内訳区分間の場合には、第 2 項第 3 号の提示は必要ありません。また、同第４号については、「振替先口
座」を「お客様の振替決済口座」として提示してください。 

 

（他の口座管理機関への振替） 
第６条 当支店は、お客様から申し出があった場合には、他の口座管理機関の口座へ振替を行うことができます。 
２ 前項において、他の口座管理機関へ振替を行う場合には、あらかじめ当支店所定の振替口座依頼書によりお申し込みください。 

 
（分離適格振決国債に係る元利分離申請） 
第７条 振替業を営む金融機関等は、振替決済口座（顧客口を除きます。）の日本銀行が定める内訳区分に記載又は記録がされている

分離適格振決国債について、次の各号に定める場合を除き、当支店に対し、元利分離の申請をすることができます。 
(1) 差押えを受けたものその他の法令の規定により元利分離又はその申請を禁止されたもの。 
(2) 当該分離適格振決国債の償還期日又は利子支払期日の３営業日前から前営業日までにおいて、あらかじめ日本銀行が定める期間

中に元利分離を行うもの。 
２ 前項に基づき、お客様が元利分離の申請を行うに当たっては、あらかじめ、次に掲げる事項を、当支店に提示いただかなければなりませ

ん。 

(1) 減額の記載又は記録がされるべき分離適格振決国債の銘柄及び金額 
(2) お客様の振替決済口座において減額及び増額の記載又は記録がされるべき種別 

３ 前項第１号の金額は、その分離適格振決国債の最低額面金額の整数倍で、かつ、分離適格振決国債の各利子の金額が当該整数倍とな

るよう提示しなければなりません。 
 
（分離元本振決国債等の元利統合申請） 

第８条  振替業を営む金融機関等は、振替決済口座（顧客口を除きます。）の日本銀行が定める内訳区分に記載又は記録がされている
分離元本振決国債及び分離利息振決国債について、次の各号に定める場合を除き、当支店に対し、元利統合の申請をすることができま
す。 

(1) 差押えを受けたものその他の法令の規定により元利統合又はその申請を禁止されたもの。 
(2) 当該分離元本振決国債と名称及び記号が同じ分離適格振決国債の償還期日又は利子支払期日の３営業日前から前営業日までにお

いて、あらかじめ日本銀行が定める期間中に元利統合を行うもの。 

２ 前項に基づき、お客様が元利統合の申請を行うに当たっては、あらかじめ、次に掲げる事項を、当支店に提示いただかなければなりませ
ん。 
(1) 増額の記載又は記録がされるべき分離適格振決国債の銘柄及び金額 

(2) お客様の振替決済口座において減額及び増額の記載又は記録がされるべき種別 
３ 前項第１号の金額は、その分離適格振決国債の最低額面金額の整数倍で、かつ、分離適格振決国債の各利子の金額が当該整数倍とな

るよう提示しなければなりません。 
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（みなし抹消申請） 

第９条 振替決済口座に記載又は記録がされている振決国債が償還（分離利息振決国債にあっては、利子の支払い）された場合には、
お客様から当支店に対し、当該振決国債について、振替法に基づく抹消の申請があったものとみなして、当支店がお客様に代わってお手続
きさせていただきます。 

 
（担保の設定） 
第 10 条 お客様の振決国債について、担保を設定される場合は、この場合、日本銀行が定めるところに従い、当支店所定の手続きによる

振替処理により行います。 
 

（お客様への連絡事項） 

第 11 条 当支店は、振決国債について、次の事項をお客様にお知らせします。 
(1) 最終償還期限 
(2) 残高照合のための報告、ただし取引残高報告書を定期的に通知している場合には取引残高報告書による報告 

２ 残高照合のためのご報告は、１年に１回以上行います。また、取引残高報告書を定期的に通知する場合には、法律の定めるところにより
四半期に１回以上、残高照合のための報告内容を含め行いますから、その内容にご不審の点があるときは、すみやかに当支店のコンプラ
イアンス部に直接ご連絡ください。 

３ 当支店が届出のあった名称、住所にあてて通知を行い又はその他の送付書類を発送した場合には、延着し又は到達しなかったときでも通
常到達すべきときに到達したものとみなします。 

４ 当支店は、第２項の規定にかかわらず、お客様が特定投資家（金融商品取引法第２条第31項に規定する特定投資家（同法第34条の２第５項

の規定により特定投資家以外の顧客とみなされる者を除き、同法第34条の３第４項（同法第34条の４第６項において準用する場合を含みま
す。）の規定により特定投資家とみなされる者を含みます。）をいいます。）である場合であって、当該お客様からの第２項に定める残高照合の
ためのご報告（取引残高報告書による通知を含みます。以下本項において同じ。）に関する事項についての照会に対して速やかに回答できる

体制が整備されている場合には、当支店が定めるところにより残高照合のためのご報告を行わないことがあります。 
５ 当支店は、第２項に定める残高照合のためのご報告のうち、次の各号に掲げる書面に記載されているものについては、第２項の規定にかか

わらず、残高照合のためのご報告を行わないことがあります。 

(1) 個別のデリバティブ取引等に係る契約締結時等交付書面 
(2) 当該デリバティブ取引等に係る取引の条件を記載した契約書 
 

（元利金の代理受領等） 
第 12 条 振替決済口座に記載又は記録がされている振決国債（差押えを受けたものその他の法令の規定により抹消又はその申請を禁止

されたものを除きます。）の元金及び利子の支払いがあるときは、日本銀行が代理して国庫から受領したうえ、当支店がお客様に代わって

日本銀行からこれを受領し、お客様のご請求に応じて当支店からお客様にお支払いします。 
２ 当支店は、第１項の規定にかかわらず、当支店所定の様式により、お客様からの申込みがあれば、お客様の振替決済口座に記載又は記

録がされている振決国債（差押えを受けたものその他の法令の規定により抹消又はその申請を禁止されたものを除きます。）の利子の全部

又は一部を、お客様があらかじめ指定された、当支店に振替決済口座を開設している他のお客様に配分することができます。 
 
（届出事項の変更手続き） 

第 13 条 氏名、住所およびお届印の変更など申込事項に変更があったときは、その旨を当支店にお申し出のうえ、当支店所定の方法によ
り遅滞なくお手続きいただきます。このお申し出があった場合は、当支店に、住民票、登記事項証明書、印鑑証明書そのほか必要と認める
書類などをご提出いただくことがあります。この場合、印鑑証明書のご提出ができないときは、当支店の認める保証人の印鑑証明書をご提

出いただきます。 
２ 前項によりお届出があった場合は、当支店は相当の手続きを完了したのちでなければ振決国債の元金又は利子の支払いのご請求には応

じません。 

 
（口座管理料） 
第 14 条 当支店は、口座を開設したときは、その開設時及び口座開設後１年を経過するごとに所定の料金をいただくことがあります。 

２ 当支店は、前項の場合、売却代金等の預り金があるときは、それから充当することがあります。また、料金のお支払いがないときは、振決
国債の元金又は利子の支払いのご請求には応じないことがあります。 

 

（当支店の連帯保証義務） 
第 15 条 日本銀行が、振替法等に基づき、お客様（振替法第 11 条第２項に定める加入者に限ります。）に対して負うこととされている、次の

各号に定める義務の全部の履行については、当支店がこれを連帯して保証いたします。 

(1)  振決国債（分離適格振決国債、分離元本振決国債又は分離利息振決国債を除きます。）の振替手続きを行った際、日本銀行におい
て、誤記帳等により本来の残額より超過して振替口座簿に記載又は記録がされたにもかかわらず、振替法に定める超過記載又は記
録に係る義務を履行しなかったことにより生じた振決国債の超過分（振決国債を取得した者のないことが証明された分を除きます。）の

元金及び利子の支払いをする義務 
(2) 分離適格振決国債、分離元本振決国債又は分離利息振決国債の振替手続きを行った際、日本銀行において、誤記帳等により本来の

残額より超過して振替口座簿に記載又は記録がされたにもかかわらず、振替法に定める超過記載又は記録に係る義務を履行しなか

ったことにより生じた分離元本振決国債及び当該国債と名称及び記号を同じくする分離適格振決国債の超過分の元金の償還をする
義務又は当該超過分の分離利息振決国債及び当該国債と利子の支払期日を同じくする分離適格振決国債の超過分（振決国債を取
得した者のないことが証明された分を除きます。）の利子の支払いをする義務  

(3) その他、日本銀行において、振替法に定める超過記載又は記録に係る義務を履行しなかったことにより生じた損害の賠償義務 
 
（解約） 

第 16 条 次に掲げる場合は、契約は解約されます。 
(1) お客様から解約のお申出があった場合（融資等の契約に基づき有価証券等に担保が設定されている場合を除きます。） 
(2) お客様が手数料を支払わないとき 

(3) お客様が当該約款に違反したとき 
(4) 口座残高がない場合（ただし、融資等の契約に基づき有価証券等に担保が設定されている場合を除きます。） 
(5) 第 19 条に定めるこの約款の変更にお客様が同意されない場合 

(6) お客様が口座開設申込時にした確約に関して虚偽の申告をしたことが認められ、当支店が解約を申し出たとき 
(7) お客様が暴力団員、暴力団関係企業、いわゆる総会屋等の反社会的勢力に該当すると認められ、当支店が解約を申し出たとき 
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(8) お客様が暴力的な要求行為、法的な責任を超えた不当な要求行為等を行い、当支店が契約を継続しがたいと認めて、解約を申し出

たとき 
(9) その他、契約を解除することが適当と認められる事由とし当支店が定める事由に該当したとき、又は、やむを得ない事由により、当支

店が解約を申し出た場合 

 
（解約時の取扱い） 
第 17 条 前条に基づく解約に際しては、お客様の振替決済口座に記載又は記録されている振決国債及び金銭については、当支店の定め

る方法により、お客様のご指示によって換金、反対売買等を行ったうえ、金銭により返還を行います。 
 
（免責事項） 

第 18 条 当支店は、次に掲げる場合に生じた損害については、その責を負いません。 
(1) 当支店が、当支店所定の証書に押印された印影とお届出の印鑑が相違ないものと認め、振決国債の元金又は利子の支払いをした場

合 

(2) 当支店が、当支店所定の証書に押印された印影がお届出の印鑑と相違するため、振決国債の元金又は利子の支払いをしなかった場
合 

(3) 天災地変等の不可抗力により、ご請求にかかる振決国債の元金又は利子の支払いが遅延した場合 

 
（約款の変更） 
第 19 条 この約款は、法令の変更又は監督官庁並びに振替機関の指示、その他必要が生じたときに改定されることがあります。なお、改

定の内容が、お客様の従来の権利を制限する若しくはお客様に新たな義務を課すものであるときは、その改定事項をご通知します。この場
合、所定の期日までに異議のお申し立てがないときは、約款の改定にご同意いただいたものとして取り扱います。 
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一般債振替決済口座管理約款 
 

（約款の趣旨） 
第１条 この約款は、社債、株式等の振替に関する法律（以下「振替法」といいます。）に基づく振替制度において取り扱う一般債に係るお

客様の口座（以下「振替決済口座」といいます。）を当支店に開設するに際し、当支店とお客様との間の権利義務関係を明確にするために

定めるものです。また、一般債の範囲については、株式会社証券保管振替機構（以下「機構」といいます。）の社債等に関する業務規程に定
めるものとします。 

 

（振替決済口座） 
第２条 振替決済口座は、振替法に基づく口座管理機関として当支店が備え置く振替口座簿において開設します。 
２ 振替決済口座には、機構が定めるところにより、内訳区分を設けます。この場合において、質権の目的である一般債の記載又は記録をす

る内訳区分（以下「質権口」といいます。）と、それ以外の一般債の記載又は記録をする内訳区分（以下「保有口」といいます。）とを別に設け
て開設します。 

３ 当支店は、お客様が一般債についての権利を有するものに限り振替決済口座に記載又は記録いたします。 

 
（振替決済口座の開設） 
第３条 振替決済口座の開設に当たっては、あらかじめ、お客様から当支店所定の「保護預り口座設定申込書」によりお申し込みいただき

ます。その際、犯罪による収益の移転防止に関する法律の規定に従い本人確認を行わせていただきます。 
２ 当支店は、お客様から「保護預り口座設定申込書」による振替決済口座開設のお申込みを受け、これを承諾したときは、遅滞なく振替決済

口座を開設し、お客様にその旨を連絡いたします。 

３ 振替決済口座は、この約款に定めるところによるほか、振替法その他の関係法令及び機構の社債等に関する業務規程その他の定めに従
って取り扱います。お客様には、これら法令諸規則及び機構が講ずる必要な措置並びに機構が定める機構の振替業の業務処理方法に従
うことにつき約諾していただき、本約款の交付をもって、当該約諾に係る書面の提出があったものとして取り扱います。 

 
（契約期間等） 
第４条 この契約の当初契約期間は、契約日から最初に到来する３月末日までとします。 

２ この契約は、お客様又は当支店からお申し出のない限り、期間満了日の翌日から１年間継続されるものとします。なお、継続後も同様とし
ます。 

 

（当支店への届出事項） 
第５条 「保護預り口座設定申込書」に押印された印影及び記載された住所、氏名又は名称、生年月日、法人の場合における代表者の役

職氏名等をもって、お届出の氏名又は名称、住所、生年月日、印鑑等とします。 

 
（振替の申請） 
第６条 お客様は、振替決済口座に記載又は記録されている一般債について、次の各号に定める場合を除き、当支店に対し、振替の申

請をすることができます。 
(1) 差押えを受けたものその他の法令の規定により振替又はその申請を禁止されたもの 
(2) 法令の規定により禁止された譲渡又は質入れに係るものその他機構が定めるもの 

(3) 一般債の償還期日又は繰上償還期日において振替を行うもの 
(4) 一般債の償還期日、繰上償還期日、定時償還期日又は利子支払期日の前営業日において振替を行うもの 

２ お客様が振替の申請を行うに当たっては、次に掲げる事項を当支店所定の依頼書に記入の上、届出の印章（又は署名）により記名押印

（又は署名）してご提出ください。 
(1) 当該振替において減額及び増額の記載又は記録がされるべき一般債の銘柄及び金額 
(2) お客様の振替決済口座において減額の記載又は記録がされるのが、保有口か質権口かの別 

(3) 振替先口座及びその直近上位機関の名称 
(4) 振替先口座において、増額の記載又は記録がされるのが、保有口か質権口かの別 
(5) 振替を行う日 

３ 前項第１号の金額は、その一般債の各社債の金額の整数倍となるよう提示しなければなりません。 
４ 振替の申請が、振替決済口座の内訳区分間の場合には、第２項第３号の提示は必要ありません。また、同項第４号については、「振替先

口座」を「お客様の振替決済口座」として提示してください。 

５ 当支店に一般債の買取りを請求される場合、前各項の手続きをまたずに一般債の振替の申請があったものとして取り扱います。 
 
（他の口座管理機関への振替） 

第７条 当支店は、お客様からお申し出があった場合には、他の口座管理機関へ振替を行うことができます。 
２ 前項において、他の口座管理機関へ振替を行う場合には、あらかじめ当支店所定の振替依頼書によりお申し込みください。 
 
（担保の設定） 
第８条 お客様の一般債について、担保を設定される場合は、当支店所定の手続きにより振替を行います。 
 

（抹消申請の委任） 
第９条 振替決済口座に記載又は記録されている一般債について、償還、繰上償還又は定時償還が行われる場合には、当該一般債に

ついて、お客様から当支店に対し振替法に基づく抹消の申請に関する手続きを委任していただいたものとし、当支店は当該委任に基づき、

お客様に代わってお手続きさせていただきます。 
 
（元利金の代理受領等） 

第 10 条 振替決済口座に記載又は記録がされている一般債（差押えを受けたものその他の法令の規定により抹消又はその申請を禁止さ
れたものを除きます。）のうち、機構の社債等に関する業務規程により償還金（繰上償還金及び定時償還金を含みます。また、金銭に代えて
金銭以外の財産をもって償還する場合における当該金銭以外の財産を含みます。以下同じ。）及び利金を取り扱うもの（以下「機構関与銘

柄」といいます。）の償還金及び利金の支払いがあるときは、支払代理人が発行者から受領してから、三菱東京 UFJ 銀行（上位機関）が当
支店に代わってこれを受け取り、当支店が三菱東京 UFJ 銀行（上位機関）からお客様に代わってこれを受領し、お客様のご請求に応じて当
支店からお客様にお支払いします。 
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２ 当支店は、第１項の規定にかかわらず、当支店所定の様式により、お客様からの申し込みがあれば、お客様の振替決済口座に記載又は

記録がされている一般債（差押えを受けたものその他の法令の規定により抹消又はその申請を禁止されたものを除きます。）のうち、機構
関与銘柄の利金の全部又は一部を、お客様があらかじめ指定された、当支店に振替決済口座を開設している他のお客様に配分することが
できます。 

 
（お客様への連絡事項） 
第 11 条 当支店は、一般債について、次の事項をお客様にご通知します。 

(1) 最終償還期限 
(2) 残高照合のための報告 
(3) お客様に対して機構から通知された事項 

２ 前項の残高照合のための報告は、一般債の残高に異動があった場合に、当支店所定の時期に年１回以上ご通知します。また、法令等の
定めるところにより取引残高報告書を定期的に通知する場合には、残高照合のための報告内容を含めて行いますから、その内容にご不審
の点があるときは、速やかに当支店のコンプライアンス部に直接ご連絡ください。 

３ 当支店が届出のあった名称、住所にあてて通知を行い又はその他の送付書類を発送した場合には、延着し又は到達しなかったときでも通
常到達すべきときに到達したものとみなします。 

４ 当支店は、第２項の規定にかかわらず、お客様が特定投資家（金融商品取引法第２条第31項に規定する特定投資家（同法第34条の２第５項

の規定により特定投資家以外の顧客とみなされる者を除き、同法第34条の３第４項（同法第34条の４第６項において準用する場合を含みま
す。）の規定により特定投資家とみなされる者を含みます。）をいいます。）である場合であって、当該お客様からの第２項に定める残高照合の
ためのご報告（取引残高報告書による通知を含みます。以下本項において同じ。）に関する事項についての照会に対して速やかに回答できる

体制が整備されている場合には、当支店が定めるところにより残高照合のためのご報告を行わないことがあります。 
５ 当支店は、第２項に定める残高照合のためのご報告のうち、次の各号に掲げる書面に記載されているものについては、第２項の規定にかか

わらず、残高照合のためのご報告を行わないことがあります。 

(1) 個別のデリバティブ取引等に係る契約締結時等交付書面 
(2) 当該デリバティブ取引等に係る取引の条件を記載した契約書 

 

（届出事項の変更手続き） 
第 12 条 氏名、住所およびお届印の変更など申込事項に変更があったときは、その旨を当支店にお申し出のうえ、当支店所定の方法によ

り遅滞なくお手続きいただきます。このお申し出があった場合は、当支店に、住民票、登記事項証明書、印鑑証明書そのほか必要と認める

書類などをご提出いただくことがあります。この場合、印鑑証明書のご提出ができないときは、当支店の認める保証人の印鑑証明書をご提
出いただきます。 

２ 前項により届出があった場合、当支店は所定の手続きを完了した後でなければ一般債の振替又は抹消、契約の解約のご請求には応じま

せん。この間、相当の期間を置き、また、保証人を求めることがあります。 
３ 第１項による変更後は、変更後の印影、氏名又は名称、住所等をもって届出の印鑑、氏名又は名称、住所等とします。 
 

（口座管理料） 
第 13 条 当支店は、口座を開設したときは、その開設時及び口座開設後１年を経過するごとに所定の料金をいただくことがあります。 
２ 当支店は、前項の場合、売却代金等の預り金があるときは、それから充当することがあります。また、料金のお支払いがないときは、一般

債の償還金又は利金の支払いのご請求には応じないことがあります。 
 
（当支店の連帯保証義務） 

第 14 条 機構又は三菱東京 UFJ 銀行（上位機関）が、振替法等に基づき、お客様（振替法第 11 条第２項に定める加入者に限ります。）に
対して負うこととされている、次の各号に定める義務の全部の履行については、当支店がこれを連帯して保証いたします。 
(1) 一般債の振替手続きを行った際、機構又は三菱東京 UFJ 銀行（上位機関）において、誤記帳等により本来の残額より超過して振替口

座簿に記載又は記録がされたにもかかわらず、振替法に定める超過記載又は記録に係る義務を履行しなかったことにより生じた一般
債の超過分（一般債を取得した者のないことが証明された分を除く。）の償還金及び利金の支払いをする義務 

(2) その他、機構又は三菱東京 UFJ 銀行（上位機関）において、振替法に定める超過記載又は記録に係る義務を履行しなかったことによ

り生じた損害の賠償義務 
 
（機構において取り扱う一般債の一部の銘柄の取扱いを行わない場合の通知） 

第 15 条 当支店は、機構において取り扱う一般債のうち、当支店が定める一部の銘柄の取扱いを行わない場合があります。 
２ 当支店は、当支店における一般債の取扱いについて、お客様にその取扱いの可否を通知します。 
 

（解約等） 
第 16 条 次の各号のいずれかに該当する場合には、契約は解約されます。この場合、当支店から解約の通知があったときは、直ちに当支

店所定の手続きをとり、一般債を他の口座管理機関へお振替えください。第４条による当支店からの申し出により契約が更新されないときも

同様とします。 
(1) お客様から解約のお申し出があった場合（融資等の契約に基づき有価証券等に担保が設定されている場合を除きます。） 
(2) お客様が手数料を支払わないとき 

(3) お客様がこの約款に違反したとき 
(4) 口座残高がない場合（ただし、融資等の契約に基づき有価証券等に担保が設定されている場合を除きます。） 
(5) お客様が第 22 条に定めるこの約款の変更に同意しないとき 

(6) お客様が口座開設申込時にした確約に関して虚偽の申告をしたことが認められ、当支店が解約を申し出たとき 
(7) お客様が暴力団員、暴力団関係企業、いわゆる総会屋等の反社会的勢力に該当すると認められ、当支店が解約を申し出たとき 
(8) お客様が暴力的な要求行為、法的な責任を超えた不当な要求行為等を行い、当支店が契約を継続しがたいと認めて、解約を申し出

たとき 
(9) その他、契約を解除することが適当と認められる事由とし当支店が定める事由に該当したとき、又は、やむを得ない事由により、当支

店が解約を申し出たとき 

２ 前項による一般債の振替手続きが遅延したときは、遅延損害金として振替が完了した日までの手数料相当額をお支払いください。この場
合、第 13 条第２項に基づく返戻金は、遅延損害金に充当しますが、不足額が生じたときは、直ちにお支払いください。 

３ 当支店は、前項の不足額を引取りの日に第 13 条第１項の方法に準じて自動引落しすることができるものとします。この場合、第 13 条第２

項に準じて売却代金等から充当することができるものとします。 
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（解約時の取扱い） 
第 17 条 前条に基づく解約に際しては、お客様の振替決済口座に記載又は記録されている一般債及び金銭については、当支店の定める

方法により、お客様のご指示によって換金、反対売買等を行ったうえ、金銭により返還を行います。 

 
（緊急措置） 
第 18 条 法令の定めるところにより一般債の振替を求められたとき、又は店舗等の火災等緊急を要するときは、当支店は臨機の処置をす

ることができるものとします。 
 
（免責事項） 

第 19 条 当支店は、次に掲げる場合に生じた損害については、その責を負いません。 
(1) 第 12 条第１項による届出の前に生じた損害 
(2) 依頼書、諸届その他の書類に使用された印影（又は署名）を届出の印鑑（又は署名鑑）と相当の注意をもって照合し、相違ないものと

認めて一般債の振替又は抹消、その他の取扱いをしたうえで、当該書類について偽造、変造その他の事故があった場合に生じた損
害 

(3) 依頼書に使用された印影（又は署名）が届出の印鑑（又は署名鑑）と相違するため、一般債の振替をしなかった場合に生じた損害 

(4) 災害、事変その他の不可抗力の事由が発生し、又は当支店の責めによらない事由により記録設備の故障等が発生したため、一般債
の振替又は抹消に直ちには応じられない場合に生じた損害 

(5) 前号の事由により一般債の記録が滅失等した場合、又は第 10 条による償還金等の指定口座への入金が遅延した場合に生じた損害 

(6) 第 18 条の事由により当支店が臨機の処置をした場合に生じた損害 
 
（機構非関与銘柄の振替の申請） 

第 20 条 お客様の口座に記載又は記録されている機構非関与銘柄（機構の社債等に関する業務規程により、償還金及び利金を取り扱う
銘柄以外の銘柄の一般債をいいます。）について、お客様が振替の申請を行う場合には、あらかじめ当支店に対し、その旨をお申し出くださ
い。 

 
（振替法に基づく振替制度への移行手続き等に関する同意） 
第 21 条 振替法の施行に伴い、お客様が有する特例社債、特例地方債、特例投資法人債、特例特定社債、特例特別法人債又は特例外

債（以下「特例社債等」といいます。）について、振替法に基づく振替制度へ移行するために、お客様から当該特例社債等の証券（当該特例
社債等が社債等登録法第３条第１項の規定により登録されているものである場合には、登録内容証明書）のご提出を受けた場合には、振
替法等に基づきお客様に求められている第１号及び第２号に掲げる諸手続き等を当支店が代わって行うこと並びに第３号から第５号までに

掲げる事項につき、ご同意いただいたものとして取り扱います。 
(1) 振替法附則第 14 条（同法附則第 27 条から第 31 条まで又は第 36 条において準用する場合を含む。）において定められた振替受入簿

の記載又は記録に関する振替機関への申請 

(2) その他振替法に基づく振替制度へ移行するため必要となる手続き等 
(3) 移行前の一定期間、証券の引出しを行うことができないこと 
(4) 振替口座簿への記載又は記録に際し、振替手続き上、当支店の口座（自己口）を経由して行う場合があること 

(5) 振替法に基づく振替制度に移行した特例社債等については、振替法その他の関係法令及び振替機関の業務規程その他の定めに基
づき、この約款の規定により管理すること 

 

（約款の変更） 
第 22 条 この約款は、法令の変更又は監督官庁並びに振替機関の指示、その他必要な事由が生じたときに改定されることがあります。な

お、改定の内容が、お客様の従来の権利を制限する若しくはお客様に新たな義務を課すものであるときは、その改定事項をご通知します。

この場合、所定の期日までに異議の申立てがないときは、約款の改定にご同意いただいたものとして取り扱います。 
 



14 
短期社債等振替決済口座管理約款 

短期社債等振替決済口座管理約款 
 

（約款の趣旨） 
第１条 この約款は、社債、株式等の振替に関する法律（以下「振替法」といいます。）に基づく振替制度において取り扱う短期社債等に係

るお客様の口座（以下「振替決済口座」といいます。）を当支店に開設するに際し、当支店とお客様との間の権利義務関係を明確にするため

に定めるものです。短期社債等の範囲は、株式会社証券保管振替機構（以下「機構」といいます。）の社債等に関する業務規程に定めるも
のとします。 

 

（振替決済口座） 
第２条 振替決済口座は、振替法に基づく口座管理機関として、当支店が備え置く振替口座簿において開設します。 
２ 振替決済口座には、機構が定めるところにより、内訳区分を設けます。この場合において、質権の目的である短期社債等の記載又は記録

をする内訳区分（以下「質権口」といいます。）と、それ以外の短期社債等の記載又は記録をする内訳区分（以下「保有口」といいます。）とを
別に設けて開設します。 

３ 当支店は、お客様が短期社債等についての権利を有するものに限り振替決済口座に記載又は記録いたします。 

 
（振替決済口座の開設） 
第３条 振替決済口座の開設に当たっては、あらかじめ、お客様から当支店所定の「保護預り口座設定申込書」によりお申し込みいただき

ます。その際、犯罪による収益の移転防止に関する法律の規定に従い本人確認を行わせていただきます。 
２ 当支店は、お客様から「保護預り口座設定申込書」による振替決済口座開設のお申込みを受け、これを承諾したときは、遅滞なく振替決済

口座を開設し、お客様にその旨を連絡いたします。 

３ 振替決済口座は、この約款に定めるところによるほか、振替法その他の関係法令及び機構の社債等に関する業務規程その他の定めに従
って取り扱います。お客様には、これら法令諸規則及び機構が講ずる必要な措置並びに機構が定める機構の振替業の業務処理方法に従
うことにつき約諾していただき、本約款の交付をもって、当該約諾に係る書面の提出があったものとして取り扱います。 

 
（契約期間等） 
第４条 この契約の当初契約期間は、契約日から最初に到来する３月末日までとします。 

２ この契約は、お客様又は当支店からお申し出のない限り、期間満了日の翌日から１年間継続されるものとします。なお、継続後も同様とし
ます。 

 

（当支店への届出事項） 
第５条 「保護預り口座設定申込書」に押印された印影及び記載された住所、氏名又は名称、生年月日、法人の場合における代表者の役

職氏名等をもって、お届出の氏名又は名称、住所、生年月日、印鑑等とします。 

 
（振替の申請） 
第６条 お客様は、振替決済口座に記載又は記録されている短期社債等について、差押えを受けたものその他の法令の規定により振替

又はその申請を禁止されたものを除き、当支店に対し、振替の申請をすることができます。 
２ お客様が振替の申請を行うに当たっては、次に掲げる事項を当支店所定の依頼書に記入の上、届出の印章（又は署名）により記名押印

（又は署名）してご提出ください。 

(1) 当該振替において減額及び増額の記載又は記録がされるべき短期社債等の銘柄及び金額 
(2) お客様の振替決済口座において減額の記載又は記録がされるのが、保有口か質権口かの別 
(3) 振替先口座及びその直近上位機関の名称 

(4) 振替先口座において、増額の記載又は記録がされるのが、保有口か質権口かの別 
(5) 振替を行う日 

３ 前項第１号の金額は、その短期社債等の各社債の金額の整数倍となるよう提示しなければなりません。 

４ 振替の申請が、振替決済口座の内訳区分間の場合には、第２項第３号の提示は必要ありません。また、同項第４号については、「振替先
口座」を「お客様の振替決済口座」として提示してください。 

５ 当支店に短期社債等の買取りを請求される場合、前各項の手続きをまたずに短期社債等の振替の申請があったものとして取り扱います。 

 
（他の口座管理機関への振替） 
第７条 当支店は、お客様からお申し出があった場合には、他の口座管理機関へ振替を行うことができます。 

２ 前項において、他の口座管理機関へ振替を行う場合には、あらかじめ当支店所定の振替依頼書によりお申し込みください。 
 
（担保の設定） 

第８条 お客様の短期社債等について、担保を設定される場合は、当支店所定の手続きにより振替を行います。 
 
（抹消申請の委任） 

第９条 振替決済口座に記載又は記録されている短期社債等の償還日が到来した場合には、当該短期社債等について、お客様から当
支店に対し振替法に基づく抹消の申請に関する手続きを委任していただいたものとし、当支店は当該委任に基づき、お客様に代わってお手
続きさせていただきます。 

 
（償還金の受入れ等） 
第 10 条 振替決済口座に記載又は記録されている短期社債等（差押えを受けたものその他の法令の規定により抹消又はその申請を禁止

されたものを除きます。）の償還金（金銭に代えて金銭以外の財産をもって償還する場合における当該金銭以外の財産を含みます。以下同
じ。）の支払いがあるときは、三菱東京 UFJ 銀行（上位機関）が発行者（支払代理人が選任されている場合には支払代理人）から当支店に
代わってこれを受け取り、当支店が三菱東京 UFJ 銀行（上位機関）からお客様に代わってこれを受領し、お客様が指定した預金口座（以下

「指定口座」といいます。）に入金します。 
 
（お客様への連絡事項） 

第 11 条 当支店は、短期社債等について、残高照合のための報告をご通知します。 
２ 前項の残高照合のための報告は、短期社債等の残高に異動があった場合に、当支店所定の時期に年１回以上ご通知します。 

なお、法令等の定めるところにより取引残高報告書を定期的に通知する場合には、残高照合のための報告内容を含めて行います。 
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３ 当支店が届出のあった名称、住所にあてて通知を行い又はその他の送付書類を発送した場合には、延着し又は到達しなかったときでも通

常到達すべきときに到達したものとみなします。 
４ 当支店は、第２項の規定にかかわらず、お客様が特定投資家（金融商品取引法第２条第31項に規定する特定投資家（同法第34条の２第５項

の規定により特定投資家以外の顧客とみなされる者を除き、同法第34条の３第４項（同法第34条の４第６項において準用する場合を含みま

す。）の規定により特定投資家とみなされる者を含みます。）をいいます。）である場合であって、当該お客様からの第２項に定める残高照合の
ためのご報告（取引残高報告書による通知を含みます。以下本項において同じ。）に関する事項についての照会に対して速やかに回答できる
体制が整備されている場合には、当支店が定めるところにより残高照合のためのご報告を行わないことがあります。 

５ 当支店は、第２項に定める残高照合のためのご報告のうち、次の各号に掲げる書面に記載されているものについては、第２項の規定にかか
わらず、残高照合のためのご報告を行わないことがあります。 
(1) 個別のデリバティブ取引等に係る契約締結時等交付書面 

(2) 当該デリバティブ取引等に係る取引の条件を記載した契約書 
 
（届出事項の変更手続き） 

第 12 条 氏名、住所およびお届印の変更など申込事項に変更があったときは、その旨を当支店にお申し出のうえ、当支店所定の方法によ
り遅滞なくお手続きいただきます。このお申し出があった場合は、当支店に、住民票、登記事項証明書、印鑑証明書そのほか必要と認める
書類などをご提出いただくことがあります。この場合、印鑑証明書のご提出ができないときは、当支店の認める保証人の印鑑証明書をご提

出いただきます。 
２ 前項により届出があった場合、当支店は所定の手続きを完了した後でなければ短期社債等の振替又は抹消、契約の解約のご請求には応

じません。この間、相当の期間を置き、また、保証人を求めることがあります。 

３ 第１項による変更後は、変更後の印影、氏名又は名称、住所等をもって届出の印鑑、氏名又は名称、住所等とします。 
 
（口座管理料） 

第 13 条 当支店は、口座を開設したときは、その開設時及び口座開設後１年を経過するごとに所定の料金をいただくことがあります。 
２ 当支店は、前項の場合、売却代金等の預り金があるときは、それから充当することがあります。また、料金のお支払いがないときは、短期

社債等の償還金のご請求には応じないことがあります。 

 
（当支店の連帯保証義務） 
第 14 条 機構又は三菱東京 UFJ 銀行（上位機関）が、振替法等に基づき、お客様（振替法第 11 条第２項に定める加入者に限ります。）に

対して負うこととされている、次の各号に定める義務の全部の履行については、当支店がこれを連帯して保証いたします。 
(1) 短期社債等の振替手続きを行った際、機構又は三菱東京 UFJ 銀行（上位機関）において、誤記帳等により本来の残額より超過して振

替口座簿に記載又は記録されたにもかかわらず、振替法に定める超過記載又は記録に係る義務を履行しなかったことにより生じた短

期社債等の超過分（短期社債等を取得した者のないことが証明された分を除きます。）の元金の支払いをする義務 
(2) その他、機構又は三菱東京 UFJ 銀行（上位機関）において、振替法に定める超過記載又は記録に係る義務を履行しなかったことによ

り生じた損害の賠償義務 

 
（機構において取り扱う短期社債等の一部の銘柄の取扱いを行わない場合の通知） 
第 15 条 当支店は、機構において取り扱う短期社債等のうち、当支店が定める一部の銘柄の取扱いを行わない場合があります。 

２ 当支店は、当支店における短期社債等の取扱いについて、お客様にその取扱いの可否を通知します。 
 
（解約等） 

第 16 条 次の各号のいずれかに該当する場合には、契約は解約されます。この場合、当支店から解約の通知があったときは、直ちに当支
店所定の手続きをとり、短期社債等を他の口座管理機関へお振替えください。第４条による当支店からの申し出により契約が更新されない
ときも同様とします。 

(1) お客様から解約のお申し出があった場合（融資等の契約に基づき有価証券等に担保が設定されている場合を除きます。） 
(2) お客様が手数料を支払わないとき 
(3) お客様がこの約款に違反したとき 

(4) 口座残高がない場合（ただし融資等の契約に基づき有価証券等に担保が設定されている場合を除きます。） 
(5) お客様が第 20 条に定める約款の変更に同意しないとき 
(6) お客様が口座開設申込時にした確約に関して虚偽の申告をしたことが認められ、当支店が解約を申し出たとき 

(7) お客様が暴力団員、暴力団関係企業、いわゆる総会屋等の反社会的勢力に該当すると認められ、当支店が解約を申し出たとき 
(8) お客様が暴力的な要求行為、法的な責任を超えた不当な要求行為等を行い、当支店が契約を継続しがたいと認めて、解約を申し出

たとき 

(9)  その他、契約を解除することが適当と認められる事由とし当支店が定める事由に該当したとき、又は、やむを得ない事由により、当支
店が解約を申し出たとき 

２ 前項による短期社債等の振替手続きが遅延したときは、遅延損害金として振替が完了した日までの手数料相当額をお支払いください。こ

の場合、第 13 条第２項に基づく返戻金は、遅延損害金に充当しますが、不足額が生じたときは、直ちにお支払いください。 
３ 当支店は、前項の不足額を引取りの日に第 13 条第１項の方法に準じて自動引落しすることができるものとします。この場合、第 13 条第２

項に準じて売却代金等から充当することができるものとします。 

 
（解約時の取扱い） 
第 17 条 前条に基づく解約に際しては、お客様の振替決済口座に記載又は記録されている短期社債等及び金銭については、当支店の定

める方法により、お客様のご指示によって換金、反対売買等を行ったうえ、金銭により返還を行います。 
 
（緊急措置） 

第 18 条 法令の定めるところにより短期社債等の振替を求められたとき、又は店舗等の火災等緊急を要するときは、当支店は臨機の処置
をすることができるものとします。 

 

（免責事項） 
第 19 条 当支店は、次に掲げる場合に生じた損害については、その責を負いません。 

(1) 第 12 条第１項による届出の前に生じた損害 
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(2) 依頼書、諸届その他の書類に使用された印影（又は署名）を届出の印鑑（又は署名鑑）と相当の注意をもって照合し、相違ないものと

認めて短期社債等の振替又は抹消、その他の取扱いをしたうえで、当該書類について偽造、変造その他の事故があった場合に生じ
た損害 

(3) 依頼書に使用された印影（又は署名）が届出の印鑑（又は署名鑑）と相違するため、短期社債等の振替をしなかった場合に生じた損害 

(4) 災害、事変その他の不可抗力の事由が発生し、又は当支店の責めによらない事由により記録設備の故障等が発生したため、短期社
債等の振替又は抹消に直ちには応じられない場合に生じた損害 

(5) 前号の事由により短期社債等の記録が滅失等した場合、又は第 10 条による償還金等の指定口座への入金が遅延した場合に生じた

損害 
(6) 第 18 条の事由により当支店が臨機の処置をした場合に生じた損害 

 

（約款の変更） 
第 20 条 この約款は、法令の変更又は監督官庁並びに振替機関の指示、その他必要な事由が生じたときに改定されることがあります。な

お、改定の内容が、お客様の従来の権利を制限する若しくはお客様に新たな義務を課すものであるときは、その改定事項をご通知します。

この場合、所定の期日までに異議の申立てがないときは、約款の改定にご同意いただいたものとして取り扱います。 
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株式等振替決済口座管理約款 
 

（約款の趣旨） 
第１条 この約款は、社債、株式等の振替に関する法律（以下「振替法」といいます。）に基づく振替制度において取り扱う振替株式等（株

式会社証券保管振替機構（以下「機構」といいます。）の「株式等の振替に関する業務規程」に定める「振替株式等」をいいます。以下同じ。）

に係るお客様の口座（以下「振替決済口座」といいます。）を当支店に開設するに際し、当支店とお客様との間の権利義務関係を明確にする
ために定めるものです。 

 

（振替決済口座） 
第２条 振替決済口座は、振替法に基づく口座管理機関として当支店が備え置く振替口座簿において開設します。 
２ 振替決済口座には、振替法に基づき内訳区分を設けます。この場合において、質権の目的である振替株式等の記載又は記録をする内訳

区分（以下「質権欄」といいます。）と、それ以外の振替株式等の記載又は記録をする内訳区分（以下「保有欄」といいます。）とを別に設けて
開設します。 

３ 当支店は、お客様が振替株式等についての権利を有するものに限り振替決済口座に記載又は記録いたします。 

 
（振替決済口座の開設） 
第３条 振替決済口座の開設に当たっては、あらかじめ、お客様から当支店所定の「保護預り口座設定申込書」によりお申し込みいただき

ます。その際、犯罪による収益の移転防止に関する法律の規定に従い本人確認を行わせていただきます。 
２ 当支店は、お客様から「保護預り口座設定申込書」による振替決済口座開設のお申し込みを受け、これを承諾したときは、遅滞なく振替決

済口座を開設し、お客様にその旨を連絡いたします。 

３ 振替決済口座は、この約款に定めるところによるほか、振替法その他の関係法令及び機構の株式等の振替に関する業務規程その他の定
めに従って取り扱います。お客様には、これら法令諸規則及び機構が講ずる必要な措置並びに機構が定める機構の振替業の業務処理方
法に従うことにつき約諾していただき、本約款の交付をもって、当該約諾に係る書面の提出があったものとして取り扱います。 

 
（契約期間等） 
第４条 この契約の当初契約期間は、契約日から最初に到来する３月末日までとします。 

２ この契約は、お客様又は当支店からお申出のない限り、期間満了日の翌日から１年間継続されるものとします。なお、継続後も同様としま
す。 

 

（当支店への届出事項） 
第５条 「保護預り口座設定申込書」に押印された印影及び記載された氏名又は名称、住所、生年月日、法人の場合における代表者の役

職氏名等をもって、お届出の氏名又は名称、住所、生年月日、印鑑等とします。 

２ お客様が、法律により株式等に係る名義書換の制限が行われている場合の外国人、外国法人等（以下「外国人等」といいます。）である場
合には、前項の申込書を提出していただく際、その旨をお届出いただきます。この場合、「パスポート」、「外国人登録証明書」等の書類をご
提出願うことがあります。 

 
（加入者情報の取扱いに関する同意） 
第６条 当支店は、原則として、振替決済口座に振替株式等に係る記載又は記録がされた場合には、お客様の加入者情報（氏名又は名

称、住所、生年月日、法人の場合における代表者の役職氏名、その他機構が定める事項。以下同じ。）について、株式等の振替制度に関し
て機構の定めるところにより取り扱い、機構に対して通知することにつき、ご同意いただいたものとして取り扱います。 

 

（加入者情報の他の口座管理機関への通知の同意） 
第７条 当支店が前条に基づき機構に通知した加入者情報（生年月日を除きます。）の内容は、機構を通じて、お客様が他の口座管理機

関に振替決済口座を開設している場合の当該他の口座管理機関に対して通知される場合があることにつき、ご同意いただいたものとして

取り扱います。 
 
（発行者に対する代表者届又は代理人選任届その他の届出） 

第８条 当支店は、お客様が、発行者に対する代表者届又は代理人選任届その他の届出を行うときは、当支店にその取次ぎを委託する
ことにつき、ご同意いただいたものとして取り扱います。 

２ 前項の発行者に対する届出の取次ぎは、お客様が新たに取得した振替株式、振替新株予約権付社債、振替新株予約権、振替投資口、振

替新投資口予約権、振替優先出資、振替上場投資信託受益権又は振替受益権については、次の各号に定める通知等のときに行うことに
つき、ご同意いただいたものとして取り扱います。 

1 総株主通知、総新株予約権付社債権者通知、総新株予約権者通知、総投資主通知、総新投資口予約権者通知、総優先出資者通知又は

総受益者通知（以下第 26 条において「総株主通知等」といいます。） 
2 個別株主通知、個別投資主通知又は個別優先出資者通知 
3 株主総会資料、投資主総会資料又は優先出資者総会資料の書面交付請求（第 22 条第２項に規定する書面交付請求をいいます。） 

 
 
（発行者に対する振替決済口座の所在の通知） 

第９条 当支店は、振替株式の発行者が会社法第 198 条第１項に規定する公告をした場合であって、当該発行者が情報提供請求を行う
に際し、お客様が同法第 198 条第１項に規定する株主又は登録株式質権者である旨を機構に通知したときは、機構がお客様の振替決済口
座の所在に関する事項を当該発行者に通知することにつき、ご同意いただいたものとして取り扱います。 

 
（振替制度で指定されていない文字の取扱い） 
第 10 条 お客様が当支店に対して届出を行った氏名若しくは名称又は住所のうちに振替制度で指定されていない文字がある場合には、当

支店が振替制度で指定された文字に変換することにつき、ご同意いただいたものとして取り扱います。 
 
（振替の申請） 

第 11 条 お客様は、振替決済口座に記載又は記録されている振替株式等について、次の各号に定める場合を除き、当支店に対し、振替
の申請をすることができます。 
(1) 差押えを受けたものその他の法令の規定により振替又はその申請を禁止されたもの 

(2) 法令の規定により禁止された譲渡又は質入れに係るものその他機構が定めるもの 
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(3) 機構の定める振替制限日を振替日とするもの 

２ お客様が振替の申請を行うに当たっては、次に掲げる事項を当支店所定の依頼書に記入の上、届出の印章（又は署名）により記名押印
（又は署名）してご提出ください。 
(1) 当該振替において減少及び増加の記載又は記録がされるべき振替株式等の銘柄及び数量 

(2) お客様の振替決済口座において減少の記載又は記録がされるのが、保有欄か質権欄かの別 
(3) 前号の振替決済口座において減少の記載又は記録がされるのが質権欄である場合には、当該記載又は記録がされるべき振替株式

等についての株主、新株予約権付社債権者、新株予約権者、投資主、優先出資者又は受益者（以下本条において「株主等」といいま

す。）の氏名又は名称及び住所並びに第１号の数量のうち当該株主等ごとの数量 
(4) 特別株主、特別投資主、特別優先出資者若しくは特別受益者（以下本条において「特別株主等」といいます。）の氏名又は名称及び住

所並びに第１号の数量のうち当該特別株主等ごとの数量 

(5) 振替先口座 
(6) 振替先口座において、増加の記載又は記録がされるのが、保有欄か質権欄かの別 
(7) 前号の口座において増加の記載又は記録がされるのが質権欄である場合には、振替数量のうち株主等ごとの数量並びに当該株主

等の氏名又は名称及び住所並びに株主が機構が定める外国人保有制限銘柄の直接外国人であること等 
(8) 振替を行う日 

３ 前項第１号の数量のうち振替上場投資信託受益権の数量にあっては、その振替上場投資信託受益権の１口の整数倍となるよう提示しな

ければなりません。 
４ 振替の申請が、振替決済口座の内訳区分間の場合には、第２項第５号の提示は必要ありません。また、同項第６号については、「振替先

口座」を「お客様の振替決済口座」として提示してください。 

５ 当支店に振替株式等の買取りを請求される場合、前各項の手続きを待たずに振替株式等の振替の申請があったものとして取り 
扱います。 

６ 第２項の振替の申請（振替先欄が保有欄であるものに限ります。）を行うお客様は、振替株式、振替投資口、振替優先出資、振替上場投資

信託受益権又は振替受益権を同項第５号の振替先口座の他の加入者に担保の目的で譲り渡す場合には、当支店に対し、当該振替の申
請に際して当該振替株式、振替投資口、振替優先出資、振替上場投資信託受益権又は振替受益権の株主、投資主、優先出資者若しくは
受益者の氏名又は名称及び住所を示し、当該事項を当該振替先口座を開設する口座管理機関に通知することを請求することができます。 

 
（他の口座管理機関への振替） 
第 12 条 当支店は、お客様からお申出があった場合には、他の口座管理機関へ振替を行うことができます。 

２ 前項において、他の口座管理機関へ振替を行う場合には、あらかじめ当支店所定の振替依頼書によりお申し込みください。 
 
（担保の設定） 

第 13 条 お客様の振替株式等について、担保を設定される場合は、当支店所定の手続きにより振替を行います。 
 
（登録質権者となるべき旨のお申出） 

第 14 条 お客様が質権者である場合には、お客様の振替決済口座の質権欄に記載又は記録されている質権の目的である振替株式、振
替投資口又は振替優先出資について、当支店に対し、登録株式質権者、登録投資口質権者又は登録優先出資質権者となるべき旨のお申
出をすることができます。 

 
（担保株式等の取扱い） 
第 15 条 お客様は、その振替決済口座の保有欄に記載又は記録がされている担保の目的で譲り受けた振替株式、振替投資口、振替優先

出資、振替上場投資信託受益権又は振替受益権について、当支店に対し、特別株主の申出、特別投資主の申出、特別優先出資者の申出
又は特別受益者の申出をすることができます。 

２ お客様は、振替の申請における振替元口座又は振替先口座の加入者である場合には、機構に対する当該申請により当該振替先口座に

増加の記載又は記録がされた担保株式、担保投資口、担保優先出資、担保新株予約権付社債、担保新株予約権、担保上場投資信託受益
権及び担保受益権（以下「担保株式等」といいます。）の届出をしようとするときは、当支店に対し、担保株式等の届出の取次ぎの請求をして
いただきます。 

３ お客様は、担保株式等の届出の記録における振替元口座又は振替先口座の加入者である場合には、当該記録に係る担保株式等につい
ての担保解除等により当該記録における振替先口座に当該担保株式等の数量についての記載又は記録がなくなったときは、当支店に対し、
遅滞なく、機構に対する担保株式等の届出の記録の解除の届出の取次ぎの請求をしていただきます。 

 
（担保設定者となるべき旨のお申出） 
第 16 条 お客様が質権設定者になろうとする場合で、質権者となる者にその旨の申出をしようとするときは、質権者となる者の振替決済口

座の質権欄に記載又は記録されている質権の目的である振替株式等（登録質の場合は振替株式、振替投資口又は振替優先出資）につい
て、当支店に対し、振替株式等の質権設定者（登録質の場合は登録株式質権設定者、登録投資口質権設定者又は登録優先出資質権設
定者）となるべき旨の申出の取次ぎを請求することができます。 

２ お客様が特別株主、特別投資主、特別優先出資者又は特別受益者になろうとする場合で、担保権者となる者にその旨の申出をしようとす
るときは、担保権者となる者の振替決済口座の保有欄に記載又は記録されている担保の目的である振替株式、振替投資口、振替優先出
資、振替上場投資信託受益権又は振替受益権について、当支店に対し、特別株主、特別投資主、特別優先出資者又は特別受益者となる

べき旨の申出の取次ぎを請求することができます。 
 
（信託の受託者である場合の取扱い） 

第 17 条 お客様が信託の受託者である場合には、お客様は、その振替決済口座に記載又は記録がされている振替株式等について、当支
店に対し、信託財産である旨の記載又は記録をすることを請求することができます。 
 

（振替先口座等の照会） 
第 18 条 当支店は、お客様から振替の申請を受けたときは、機構に対し、お客様からの振替の申請において示された振替先口座に係る加

入者口座情報が機構に登録されている否かについての照会をすることがあります。 

２ お客様が振替株式等の質入れ又は担保差入れのために振替の申請をしようとする場合であって、振替先口座を開設する口座管理機関が
お客様から同意を得ているときは、当該口座管理機関は、機構に対し、振替元口座に係る加入者口座情報が機構に登録されている否かに
ついての照会をすることがあります。 

３ お客様が当支店に対する振替株式等の質入れ又は担保差入れのために振替の申請をしようとする場合であって、当支店がお客様から同
意を得ているときは、当支店は、機構に対し、振替元口座に係る加入者口座情報が機構に登録されている否かについての照会をすること
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があります。 

 
（振替新株予約権付社債の元利金請求の取扱い） 
第 19 条 お客様は、その振替決済口座に記載又は記録がされている振替新株予約権付社債について、当支店に対し、元利金の支払いの

請求を委任するものとします。 
２ お客様の振替決済口座に記載又は記録がされている振替新株予約権付社債の元利金の支払いがあるときは、支払代理人が発行者から

受領したうえ、当支店がお客様に代わって支払代理人からこれを受領し、お客様のご請求に応じて当支店からお客様にお支払いします。 

３ 当支店は、前項の規定にかかわらず、当支店所定の様式により、お客様からの申し込みがあれば、お客様の振替決済口座に記載又は記
録がされている振替新株予約権付社債の利金の全部又は一部を、お客様があらかじめ指定された、当支店に振替決済口座を開設している
他のお客様に配分することができます。 

 
（振替新株予約権付社債等の償還又は繰上償還が行われた場合の取扱い） 
第 20 条 お客様の振替決済口座に記載又は記録がされている振替新株予約権付社債又は振替上場投資信託受益権について、償還又は

繰上償還が行われる場合には、お客様から当支店に対し、当該振替新株予約権付社債又は振替上場投資信託受益権について、抹消の申
請があったものとみなします。 

 

（振替株式等の発行者である場合の取扱い） 
第 21 条 お客様が振替株式、振替投資口又は振替優先出資の発行者である場合には、お客様の振替決済口座に記載又は記録がされて

いるお客様の発行する振替株式、振替投資口又は振替優先出資（差押えを受けたものその他の法令の規定により抹消又はその申請を禁

止されたものを除きます。）について、当支店に対し、一部抹消の申請をすることができます。 
 

（個別株主通知の取扱い） 

第 22 条 お客様は、当支店に対し、当支店所定の方法により、個別株主通知の申出（振替法第154条第４項の申出をいいます。）の取次ぎ
の請求をすることができます。 

２ お客様は、当社に対し、当社所定の方法により、発行者に対する会社法第 325 条の５第１項の規定に基づく株主総会資料の書面交付請求、

投資信託及び投資法人に関する法律第 94 条第１項に基づく投資主総会資料の書面交付請求及び協同組織金融機関の優先出資に関する
法律第 40 条第４項に基づく優先出資者総会資料の書面交付請求の取次ぎの請求をすることができます。ただし、これらの書面交付請求の
取次ぎの請求は当該発行者が定めた基準日までに行っていただく必要があります。 

３ 前２項の場合は、所定の手続料をいただきます。 
 

（単元未満株式の買取請求等） 

第 23 条 お客様は、当支店に対し、お客様の振替決済口座に記載又は記録されている単元未満株式の発行者への買取請求の取次ぎの
請求、単元未満株式の売渡請求の取次ぎの請求、取得請求権付株式の発行者への取得請求の取次ぎの請求及び発行者に対する振替決
済口座通知の取次ぎの請求をすることができます。ただし、機構が定める取次停止期間は除きます。 

２ 前項の単元未満株式の発行者への買取請求の取次ぎの請求、単元未満株式の売渡請求の取次ぎの請求、取得請求権付株式の発行者
への取得請求の取次ぎの請求及び発行者に対する振替決済口座通知の取次ぎの請求等については、機構の定めるところにより、すべて
機構を経由して機構が発行者にその取次ぎを行うものとします。この場合、機構が発行者に対し請求を通知した日に請求の効力が生じま

す。 
３ お客様は、第１項の単元未満株式の発行者への買取請求の取次ぎの請求を行うときは、当該買取請求に係る単元未満株式について、発

行者の指定する振替決済口座への振替の申請を行っていただきます。 

４ お客様は、第１項の単元未満株式の発行者への売渡請求の取次ぎの請求を行うときは、当該売渡請求に係る発行者への売渡代金の支
払いは、当支店を通じて行っていただきます。 

５ お客様は、第１項の取得請求権付株式の発行者への取得請求の取次ぎの請求を行うときは、当該取得請求に係る取得請求権付株式に

ついて、発行者の指定する振替決済口座への振替の申請を行っていただきます。 
６ 第１項の場合は、所定の手続料をいただくことがあります。 
 

（会社の組織再編等に係る手続き） 
第 24 条 当支店は、振替株式等の発行者における合併、株式交換、株式移転、会社分割、株式の消却、併合、分割又は無償割当て等に

際し、機構の定めるところにより、お客様の振替決済口座に増加若しくは減少の記載又は記録を行います。 

２ 当支店は、取得条項が付された振替株式等の発行者が、当該振替株式等の全部を取得しようとする場合には、機構の定めるところにより、
お客様の振替決済口座に増加若しくは減少の記載又は記録を行います。 

 

（振替上場投資信託受益権の併合等に係る手続き） 
第24 条の２ 当支店は、振替上場投資信託受益権の併合又は分割に際し、機構の定めるところにより、お客様の振替決済口座に増加又は減

少の記載又は記録を行います。 

 
（振替受益権の併合等に係る手続き） 
第24 条の３ 当支店は、振替受益権の併合又は分割に際し、機構の定めるところにより、お客様の振替決済口座に増加又は減少の記載又は

記録を行います。 
２ 当支店は、信託の併合又は分割に際し、機構の定めるところにより、お客様の振替決済口座に増加又は減少の記載又は記録を行います。 
 

（振替上場投資信託受益権等の抹消手続き） 
第 24 条の４ 振替決済口座に記載又は記録されている振替上場投資信託受益権又は振替受益権について、お客様から当支店に対し抹消の

申請が行われた場合、機構が定めるところに従い、お客様に代わってお手続きさせていただきます。 

２ 振替上場投資信託受益権について、機構が定める場合には抹消の申請をすることはできません。 
 
（配当金等に関する取扱い） 

第 25 条 お客様は、金融機関預金口座又は株式会社ゆうちょ銀行から開設を受けた口座（以下「預金口座等」といいます。）への振込みの
方法により配当金又は分配金を受領しようとする場合には、当支店に対し、発行者に対する配当金又は分配金を受領する預金口座等の指
定（以下「配当金等振込指定」といいます。）の取次ぎの請求をすることができます。 

２ お客様は、当支店を経由して機構に登録した一の金融機関預金口座（以下「登録配当金等受領口座」といいます。）への振込みにより、お
客様が保有する全ての銘柄の配当金又は分配金を受領する方法（以下「登録配当金等受領口座方式」といいます。）又はお客様が発行者
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から支払われる配当金又は分配金の受領を当支店に委託し、発行者は当該委託に基づいて、当支店がお客様のために開設する振替決済

口座に記載又は記録された振替株式等の数量（当該発行者に係るものに限ります。）に応じて当支店に対して配当金又は分配金の支払い
を行うことにより、お客様が配当金又は分配金を受領する方式（以下「株式数等比例配分方式」といいます。）を利用しようとする場合には、
当支店に対し、その旨を示して前項の配当金等振込指定の取次ぎの請求をしていただきます。 

３ お客様が前項の株式数等比例配分方式の利用を内容とする配当金等振込指定の取次ぎを請求する場合には、次に掲げる事項につき、ご
同意いただいたものとして取り扱います。 
(1) お客様の振替決済口座に記載又は記録がされた振替株式等の数量に係る配当金等の受領を当支店又は当支店があらかじめ再委託

先として指定する者に委託すること。 
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(2) お客様が振替決済口座の開設を受けた他の口座管理機関がある場合には、当該他の口座管理機関に開設された振替決済口座に記

載又は記録された振替株式等の数量に係る配当金又は分配金の受領を当該他の口座管理機関又は当該他の口座管理機関があら
かじめ再委託先として指定する者に委託すること。また、当該委託をすることを当該他の口座管理機関に通知することについては、当
支店に委託すること。 

(3) 当支店は、前号により委託を受けた他の口座管理機関に対する通知については、当支店の上位機関及び当該他の口座管理機関の
上位機関を通じて行うこと。 

(4) お客様に代理して配当金又は分配金を受領する口座管理機関の商号又は名称、当該口座管理機関が配当金又は分配金を受領する

ために指定する金融機関預金口座及び当該金融機関預金口座ごとの配当金又は分配金の受領割合等については、発行者による配
当金又は分配金の支払いの都度、機構が発行者に通知すること。 

(5) 発行者が、お客様の受領すべき配当金又は分配金を、機構が前号により発行者に通知した口座管理機関に対して支払った場合には、

発行者の当該口座管理機関の加入者に対する配当金又は分配金の支払債務が消滅すること。 
(6) お客様が次に掲げる者に該当する場合には、株式数等比例配分方式を利用することはできないこと。 

イ 機構に対して株式数等比例配分方式に基づく加入者の配当金又は分配金の受領をしない旨の届出をした口座管理機関の加入

者 
ロ 機構加入者 
ハ 他の者から株券喪失登録がされている株券に係る株式（当該株式の銘柄が振替株式であるものに限る。）の名義人である加入

者、当該株券喪失登録がされている株券に係る株券喪失登録者である加入者又は会社法第 225 条第１項の規定により当該株
券喪失登録がされている株券について当該株券喪失登録の抹消を申請した者である加入者 

４ 登録配当金等受領口座方式又は株式数等比例配分方式を現に利用しているお客様は、配当金等振込指定の単純取次ぎを請求すること

はできません。 
 
（振替受益権の信託財産への転換請求の取次ぎ等） 

第 25 条の２ 当支店は、ご依頼があるときは、振替受益権について、信託契約及び機構の規則等その他の定めに従って信託財産への転換
請求の取次ぎの手続きを行います（信託財産の発行者が所在する国又は地域（以下「国等」といいます。）の諸法令、慣行及び信託契約の
定め等により転換請求の取次ぎを行うことができない場合を除きます。）。 

なお、当該転換により取得した信託財産については、この約款によらず、当支店が別に定める約款により管理することがあります。 
２ 当支店は、ご依頼があるときは、振替受益権の信託財産について、信託契約及び機構の規則等その他の定めに従って、当該振替受益権

への転換請求の取次ぎの手続きを行います（信託財産の発行者が所在する国等の諸法令、慣行及び信託契約の定め等により転換請求の

取次ぎを行うことができない場合を除きます。）。 
 
（振替受益権の信託財産の配当等の処理） 

第 25 条の３ 振替受益権の信託財産に係る配当金又は収益分配金等の処理、新株予約権等（新株予約権の性質を有する権利又は株式そ
の他の有価証券の割当てを受ける権利をいう。以下同じ。）その他の権利の処理は、信託契約に定めるところにより、処理することとしま
す。 

 
（振替受益権の信託財産に係る議決権の行使） 
第 25 条の４ 振替受益権の信託財産に係る株主総会（受益者集会を含む。以下同じ。）における議決権は、お客様の指示により、当該振替受

益権の受託者が行使します。ただし、別途信託契約に定めがある場合はその定めによります。 
 
（振替受益権に係る議決権の行使等） 

第 25 条の５ 振替受益権に係る受益者集会における議決権の行使又は異議申立てについては、信託契約に定めるところによりお客様が行う
ものとします。 

 

（振替受益権の信託財産に係る株主総会の書類等の送付等） 
第 25 条の６ 振替受益権の信託財産に係る株主総会に関する書類、事業報告書その他配当、新株予約権等の権利又は利益に関する諸通

知及び振替受益権に係る信託決算の報告書の送付等は、当該振替受益権の受託者が信託契約に定める方法により行います。 

 
（振替受益権の証明書の請求等） 
第 25 条の７ お客様は当支店に対し、振替法第 127 条の 27 第３項の書面の交付を請求することができます。 

２ お客様は、振替法第 127 条の 27 第３項の書面の交付を受けたときは、当該書面を当支店に返還するまでの間は、当該書面における証明
の対象となった振替受益権について、振替の申請又は抹消の申請をすることはできません。 

 

（総株主通知等に係る処理） 
第 26 条 当支店は、振替株式等について、機構に対し、機構が定めるところにより、株主確定日（振替新株予約権付社債にあっては新株

予約権付社債権者確定日、振替新株予約権にあっては新株予約権者確定日、振替投資口にあっては投資主確定日、協同組織金融機関

の振替優先出資にあっては優先出資者確定日、振替上場投資信託受益権及び振替受益権にあっては受益者確定日。以下この条において
同じ。）における株主（振替新株予約権付社債にあっては新株予約権付社債権者、振替新株予約権にあっては新株予約権者、振替投資口
にあっては投資主、協同組織金融機関の振替優先出資にあっては優先出資者、振替上場投資信託受益権及び振替受益権にあっては受益

者。なお、登録株式質権者、登録投資口質権者又は登録優先出資質権者となるべき旨の申出をした場合を含みます。以下「通知株主等」と
いいます。）の氏名又は名称、住所、通知株主等の口座、通知株主等の有する振替株式等の銘柄及び数量、その他機構が定める事項を報
告します。 

２ 機構は、前項の規定により報告を受けた内容等に基づき、総株主通知等の対象となる銘柄である振替株式等の発行者（振替上場投資信
託受益権にあっては発行者及び受託者。次項において同じ。）に対し、通知株主等の氏名又は名称、住所、通知株主等の有する振替株式
等の銘柄及び数量、その他機構が定める事項を通知します。この場合において、機構は、通知株主等として報告したお客様について、当支

店又は他の口座管理機関から通知株主等として報告しているお客様と同一の者であると認めるときは、その同一の者に係る通知株主等の
報告によって報告された数量を合算した数量によって、通知を行います。 

３ 機構は、発行者に対して通知した前項の通知株主等に係る事項について、株主確定日以降において変更が生じた場合は、当該発行者に

対してその内容を通知します。 
４ 当支店は、振替上場投資信託受益権又は振替受益権について、機構が定めるところにより、お客様の氏名又は名称及びその他機構が定

める情報が、総受益者通知において、振替上場投資信託受益権の発行者及び受託者又は振替受益権の発行者に対して提供されることに

つき、お客様にご同意いただいたものとして取り扱います。 
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（お客様への連絡事項） 

第 27 条 当支店は、振替株式等について、次の事項をお客様にご通知します。 
(1) 最終償還期限（償還期限がある場合に限ります。） 
(2) 残高照合のための報告 

２ 前項の残高照合のための報告は、振替株式等の残高に異動があった場合に、当支店所定の時期に年１回以上ご通知します。また、法令
等の定めるところにより取引残高報告書を定期的に通知する場合には、残高照合のための報告内容を含めて行いますから、その内容にご
不審の点があるときは、速やかに当支店のコンプライアンス部に直接ご連絡ください。 

３ 当支店が届出のあった名称、住所にあてて通知を行い又はその他の送付書類を発送した場合には、延着し又は到達しなかったときでも通
常到達すべきときに到達したものとみなします。 

４ 当支店は、第２項の規定にかかわらず、お客様が特定投資家（金商法第２条第 31 項に規定する特定投資家（同法第 34 条の２第５項の規

定により特定投資家以外の顧客とみなされる者を除き、同法第 34 条の３第４項（同法第 34 条の４第６項において準用する場合を含みま
す。）の規定により特定投資家とみなされる者を含みます。）をいいます。）である場合であって、当該お客様からの第２項に定める残高照合
のためのご報告（取引残高報告書による通知を含みます。以下本項において同じ。）に関する事項についての照会に対して速やかに回答で

きる体制が整備されている場合には、当支店が定めるところにより残高照合のためのご報告を行わないことがあります。 
５ 当支店は、第２項に定める残高照合のためのご報告のうち、次の各号に掲げる書面に記載されているものについては、第２項の規定にか

かわらず、残高照合のためのご報告を行わないことがあります。 

(1) 個別のデリバティブ取引等に係る契約締結時等交付書面 
(2) 当該デリバティブ取引等に係る取引の条件を記載した契約書 

 

（振替新株予約権の行使請求等） 
第 28 条 お客様は、当支店に対し、お客様の振替決済口座に記載又は記録されている振替新株予約権付社債について、発行者に対する

新株予約権行使請求の取次ぎの請求をすることができます。ただし、当該新株予約権行使により交付されるべき振替株式の銘柄に係る株

主確定日、元利払期日及び当支店が必要と認めるときには当該新株予約権行使請求の取次ぎの請求を行うことはできません。 
２ お客様は、当支店に対し、お客様の振替決済口座に記載又は記録されている振替新株予約権について、発行者に対する新株予約権行使

請求及び当該新株予約権行使請求に係る払込みの取次ぎの請求をすることができます。ただし、当該新株予約権行使により交付されるべ

き振替株式の銘柄に係る株主確定日及び当支店が必要と認めるときは当該新株予約権行使請求の取次ぎの請求を行うことはできませ
ん。 

３ 前２項の発行者に対する新株予約権行使請求及び当該新株予約権行使請求に係る払込みの取次ぎの請求については、機構の定めると

ころにより、すべて機構を経由して機構が発行者にその取次ぎを行うものとします。この場合、機構が発行者に対し請求を通知した日に行
使請求の効力が生じます。 

４ お客様は、第１項又は第２項に基づき、振替新株予約権付社債又は振替新株予約権について、発行者に対する新株予約権行使請求を行

う場合には、当支店に対し、当該新株予約権行使請求をする振替新株予約権付社債又は振替新株予約権の一部抹消の申請手続きを委任
していただくものとします。 

５ お客様は、前項に基づき、振替新株予約権について新株予約権行使請求を行う場合には、当支店に対し、発行者の指定する払込取扱銀

行の預金口座への当該新株予約権行使に係る払込金の振込 
みを委託していただくものとします。 

６ お客様の振替決済口座に記載又は記録されている振替新株予約権付社債又は振替新株予約権について、新株予約権行使期間が満了し

たときは、当支店はただちに当該振替新株予約権の抹消を行います。 
７ お客様は、当支店に対し、第１項の請求と同時に当該請求により生じる単元未満株式の買取請求の取次ぎを請求することができます。た

だし、機構が定める取次停止期間は除きます。 

８ 前７項の場合は、所定の手続料をいただくことがあります。 
 
（振替新株予約権付社債等の取扱い廃止に伴う取扱い） 

第 29 条 振替新株予約権付社債、振替新株予約権又は振替上場投資信託受益権の取扱い廃止に際し、発行者が新株予約権付社債券、
新株予約権証券又は受益証券を発行するときは、お客様は、当支店に対し、発行者に対する新株予約権付社債券、新株予約権証券又は
受益証券の発行請求の取次ぎを委託していただくこととなります。また、当該新株予約権付社債券、新株予約権証券又は受益証券は、当

支店がお客様に代わって受領し、これをお客様に交付します。 
２ 当支店は、振替新株予約権付社債、振替新株予約権又は振替上場投資信託受益権の取扱い廃止に際し、機構が定める場合には、機構

が取扱い廃止日におけるお客様の氏名又は名称及び住所その他の情報を発行者に通知することにつき、ご同意いただいたものとして取り

扱います。 
 
（振替新株予約権付社債に係る振替口座簿記載事項の証明書の交付請求） 

第 30 条 お客様（振替新株予約権付社債権者である場合に限ります。）は、当支店に対し、振替口座簿のお客様の口座に記載又は記録さ
れている当該振替新株予約権付社債についての振替法第194条第３項各号に掲げる事項を証明した書面（振替法第222条第３項に規定す
る書面をいいます。）の交付を請求することができます。 

２ お客様は、前項の書面の交付を受けたときは、当該書面を当支店に返還するまでの間は、当該書面における証明の対象となった振替新
株予約権付社債について、振替の申請又は抹消の申請をすることはできません。 

３ 第１項の場合は、所定の手続料をいただくことがあります。 

 
（振替口座簿記載事項の証明書の交付又は情報提供の請求） 
第 31 条 お客様は、当支店に対し、当支店が備える振替口座簿のお客様の口座に記載又は記録されている事項を証明した書面（振替法

第 277 条に規定する書面をいいます。）の交付又は当該事項に係る情報を電磁的方法により提供することを請求することができます。 
２ 当支店は、当支店が備える振替口座簿のお客様の口座について、発行者等の利害関係を有する者として法令に定められている者から、

正当な理由を示して、お客様の口座に記載又は記録されている事項を証明した書類の交付又は当該事項に係る情報を電磁的方法により

提供することの請求を受けたときは、直接又は機構を経由して、当該利害関係を有する者に対して、当該事項を証明した書類の交付又は
当該事項に係る情報を電磁的方法による提供をします。 

３ 第１項の場合は、所定の料金をいただくことがあります。 

 
（届出事項の変更手続き） 
第 32 条 氏名、住所およびお届印の変更など申込事項に変更があったときは、その旨を当支店にお申し出のうえ、当支店所定の方法によ

り遅滞なくお手続きいただきます。このお申し出があった場合は、当支店に、住民票、登記事項証明書、印鑑証明書そのほか必要と認める
書類などをご提出いただくことがあります。この場合、印鑑証明書のご提出ができないときは、当支店の認める保証人の印鑑証明書をご提
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出いただきます。 

２ 前項により届出があった場合、当支店は所定の手続きを完了した後でなければ振替株式等の振替又は抹消、契約の解約のご請求には応
じません。この間、相当の期間を置き、また、保証人を求めることがあります。 

３ 第１項による変更後は、変更後の印影、氏名又は名称、住所等をもって届出の印鑑、氏名又は名称、住所等とします。 

 
（機構からの通知に伴う振替口座簿の記載又は記録内容の変更に関する同意） 
第 33 条 機構から当支店に対し、お客様の氏名若しくは名称の変更があった旨、住所の変更があった旨又はお客様が法律により振替株

式等に係る名義書換の制限が行われている場合の外国人等である旨若しくは外国人等でなくなった旨の通知があった場合には、当支店が
管理する振替口座簿の記載又は記録内容を当該通知内容のものに変更することにつき、ご同意いただいたものとして取り扱います。 

 

（口座管理料） 
第 34 条 当支店は、振替決済口座を開設したときは、その開設時及び振替決済口座開設後１年を経過するごとに所定の料金をいただくこ

とがあります。 

２ 当支店は、前項の場合、売却代金等の預り金があるときは、それから充当することがあります。また、料金のお支払いがないときは、振替
株式等の売却代金等の支払いのご請求には応じないことがあります。 

 

（当支店の連帯保証義務） 
第 35 条 機構が、振替法等に基づき、お客様（振替法第 11 条第２項に定める加入者に限ります。）に対して負うこととされている、次の各号

に定める義務の全部の履行については、当支店がこれを連帯して保証いたします。 

(1) 振替株式等の振替手続を行った際、機構において、誤記帳等により本来の数量より超過して振替口座簿に記載又は記録されたにも
かかわらず、振替法に定める超過記載又は記録に係る義務を履行しなかったことにより生じた振替株式等の超過分（振替株式等を取
得した者のないことが証明された分を除きます。）のうち、振替新株予約権付社債の償還金及び利金、振替上場投資信託受益権の収

益の分配金等並びに振替受益権の受益債権に係る債務の支払いをする義務 
(2) その他、機構において、振替法に定める超過記載又は記録に係る義務を履行しなかったことにより生じた損害の賠償義務 

 

（機構において取り扱う振替株式等の一部の銘柄の取扱いを行わない場合の通知） 
第 36 条 当支店は、機構において取り扱う振替株式等のうち、当支店が定める一部の銘柄の取扱いを行わない場合があります。 
２ 当支店は、当支店における振替株式等の取扱いについて、お客様にその取扱いの可否を通知します。 

 
（解約等） 
第 37 条 次の各号のいずれかに該当する場合には、契約は解約されます。この場合、当支店から解約の通知があったときは、振替株式等

を他の口座管理機関へ振替える等、直ちに当支店所定の手続きをおとりいただきます。第４条による当支店からの申出により契約が更新さ
れないときも同様とします。 
(1) お客様から解約のお申出があった場合（融資等の契約に基づき有価証券等に担保が設定されている場合を除きます。） 

(2) お客様が手数料を支払わないとき 
(3) お客様がこの約款に違反したとき 
(4) 口座残高がない場合（ただし、融資等の契約に基づき有価証券等に担保が設定されている場合を除きます。） 

(5) お客様が第 43 条に定めるこの約款の変更に同意しないとき 
(6) お客様が口座開設申込時にした確約に関して虚偽の申告をしたことが認められ、当支店が解約を申し出たとき 
(7) お客様が暴力団員、暴力団関係企業、いわゆる総会屋等の反社会的勢力に該当すると認められ、当支店が解約を申し出たとき 

(8) お客様が暴力的な要求行為、法的な責任を超えた不当な要求行為等を行い、当支店が契約を継続しがたいと認めて、解約を申し出
たとき 

(9) その他、契約を解除することが適当と認められる事由とし当支店が定める事由に該当したとき、又は、やむを得ない事由により、当支

店が解約を申出たとき 
２ 次の各号のいずれかに該当するお客様が契約を解約する場合には、速やかに振替株式等を他の口座管理機関に開設したお客様 

の振替決済口座へお振替えいただくか、他の口座管理機関に開設したお客様の振替決済口座を振替元口座として指定していただいたうえ

で、契約を解約していただきます。 
(1) お客様の振替決済口座に振替株式等についての記載又は記録がされている場合 
(2) お客様が融資等の契約に基づき、他の加入者の振替決済口座の質権欄に担保株式等に係る株主、投資主、優先出資者、新株予約

権付社債権者、新株予約権者若しくは受益者として記載若しくは記録されているとき又はお客様が他の加入者による特別株主の申出、
特別投資主の申出、特別優先出資者の申出若しくは特別受益者の申出における特別株主、特別投資主、特別優先出資者若しくは特
別受益者であるとき 

(3) お客様の振替決済口座の解約の申請にかかわらず、当該申請後に調整株式数、調整新株予約権付社債数、調整新株予約権数、調
整投資口数、調整優先出資数、調整上場投資信託受益権口数又は調整受益権数に係る振替株式等についてお客様の振替決済口
座に増加の記載又は記録がされる場合 

３ 前２項による振替株式等の振替手続きが遅延したときは、遅延損害金として振替が完了した日までの手数料相当額をお支払いください。こ
の場合、売却代金等の預り金は、遅延損害金に充当しますが、不足額が生じたときは、直ちにお支払いください。 

４ 当支店は、前項の不足額を引取りの日に第 34 条第１項の方法に準じて自動引落しすることができるものとします。この場合、第 34 条第２

項に準じて売却代金等の預り金から充当することができるものとします。 
 
（解約時の取扱い） 

第 38 条 前条に基づく解約に際しては、お客様の振替決済口座に記載又は記録されている振替株式等及び金銭については、当支店の定
める方法により、お客様のご指示によって換金、反対売買等を行ったうえ、金銭により返還を行います。 

 

（緊急措置） 
第 39 条 法令の定めるところにより振替株式等の振替を求められたとき、又は店舗等の火災等緊急を要するときは、当支店は臨機の処置

をすることができるものとします。 

 
（免責事項） 
第 40 条 当支店は、次に掲げる場合に生じた損害については、その責を負いません。 

(1) 第 32 条第１項による届出の前に生じた損害 
(2) 依頼書、諸届その他の書類に使用された印影（又は署名）を届出の印鑑（又は署名鑑）と相当の注意をもって照合し、相違ないものと
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認めて振替株式等の振替又は抹消、その他の取扱いをしたうえで、当該書類について偽造、変造その他の事故があった場合に生じ

た損害 
(3) 依頼書に使用された印影（又は署名）が届出の印鑑（又は署名鑑）と相違するため、振替株式等の振替をしなかった場合に生じた損害 
(4) 災害、事変その他の不可抗力の事由が発生し、又は当支店の責めによらない事由により記録設備の故障等が発生したため、振替株

式等の振替又は抹消に直ちには応じられない場合に生じた損害 
(5) 前号の事由により振替株式等の記録が滅失等した場合、又は第 19 条及び第 25 条による償還金等の指定口座への入金が遅延した

場合に生じた損害 

(6) 第 39 条の事由により当支店が臨機の処置をした場合に生じた損害 
 
（振替法の施行に向けた手続き等に関する同意） 

第 41 条 当支店は、「株式等の取引に係る決済の合理化を図るための社債等の振替に関する法律等の一部を改正する法律」における振
替法の施行に伴い、お客様が当支店に寄託している有価証券のうち、株券等の保管及び振替に関する法律（以下「保振法」といいます。）第
２条に規定する株券等（振替法に基づく振替制度に移行しない新株予約権付社債券を除きます。以下本条において同じ。）に該当するもの

について、次の第１号から第５号までに掲げる事項につき、ご同意いただいたものとして取り扱います。 
(1) 振替口座簿への記載又は記録に際し、振替手続き上、当支店の口座（自己口）を経由して行う場合があること。 
(2) 当支店は、お客様が有する特例新株予約権付社債（施行日において、保振法に規定する顧客口座簿に記載又は記録されていたもの

を除きます。）について、振替法に基づく振替制度へ移行するために、お客様から当該特例新株予約権付社債のご提出を受けた場合
には、イ及びロに掲げる諸手続き等を当支店が代わって行うこと並びにハからヘに掲げる事項につき、ご同意いただいたものとして取
り扱うこと。 

イ 機構が定めるところによる振替受入簿の記載又は記録に関する機構への申請 
ロ その他振替法に基づく振替制度へ移行するために必要となる手続等 
ハ 当支店は、お客様から移行申請の取次ぎの委託を受けたときは、機構に対し、機構の定めるところにより当該申請を取り次ぐこ

と。 
ニ 特例新株予約権付社債に係る元利払期日の５営業日前の日から元利払期日の前営業日までの期日及び機構が必要と認める日

においては、イに掲げる申請を受け付けないこと。 

ホ 移行前の一定期間、証券の引出しを行うことができないこと。 
ヘ 振替法に基づく振替制度に移行した特例新株予約権付社債については、振替法その他の関係法令及び振替機関の業務規程そ

の他の定めに基づき、この約款の規定により管理すること。 

(3) 機構が名義書換の請求を行った機構名義の振替株式、振替投資口及び協同組織金融機関の振替優先出資であって、機構の特別口
座に記載又は記録された振替株式、振替投資口及び協同組織金融機関の振替優先出資について、発行者に対し、特別口座開設に
ついて機構との共同請求を行おうとするときには、お客様が当支店から当該振替株式に係る株券、振替投資口に係る投資証券及び

協同組織金融機関の振替優先出資の優先出資証券の交付を受けた場合には、当支店を経由して、機構に対し、当該請求に係る協力
を依頼すること。 

(4) 当支店は、施行日後１年を経過した後に、当支店の定める方法によりお預りした株券等について廃棄等の処分を行うこと。 

 
（振替法に基づく振替制度への移行手続き等に関する同意） 
第 41 条の 2 お客様が有する特例上場投資信託受益権について、振替法に基づく振替制度へ移行するために、お客様から当該特例上場投

資信託受益権の受益証券のご提出を受けた場合には、第１号及び第２号に掲げる諸手続き等を当支店が代わって行うこと並びに第３号か
ら第６号までに掲げる事項につき、ご同意いただいたものとして取り扱います。 
(1) 振替法附則第 32 条において準用する同法附則第 14 条において定められた振替受入簿の記載又は記録に関する機構への申請 

(2) その他振替法に基づく振替制度へ移行するため必要となる手続き等（受益証券の提出など） 
(3) 移行前の一定期間、証券の引出しを行うことができないこと。 
(4) 振替法に基づく振替制度に移行した特例上場投資信託受益権については、振替法その他の関係法令及び機構の業務規程その他の

定めに基づき、この約款の規定により管理すること。 
(5) 機構が必要と認める日においては、第１号に掲げる申請を受け付けないこと。 
(6) 振替口座簿への記載又は記録に際し、振替手続き上、当支店の口座（自己口）を経由して行う場合があること。 

 
（振替法に基づく振替制度への移行手続き等に関する同意） 
第 41 条の 3 「信託法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律」第 61 条の規定による振替法の一部改正の施行に伴い、お客様が有す

る特例受益権について、振替法に基づく振替制度へ移行するために、お客様から当該特例受益権の受益証券のご提出を受けた場合には、
第１号及び第２号に掲げる諸手続き等を当支店が代わって行うこと並びに第３号から第６号までに掲げる事項につき、ご同意いただいたも
のとして取り扱います。 

(1) 振替受入簿の記載又は記録に関する機構への申請 
(2) その他振替法に基づく振替制度へ移行するため必要となる手続き等（受益証券の提出など） 
(3) 移行前の一定期間、証券の引出しを行うことができないこと。 

(4) 振替法に基づく振替制度に移行した特例受益権については、振替法その他の関係法令及び機構の業務規程その他の定めに基づき、
この約款の規定により管理すること。 

(5) 機構が必要と認める日においては、第１号に掲げる申請を受け付けないこと。 

(6) 振替口座簿への記載又は記録に際し、振替手続き上、当支店の口座（自己口）を経由して行う場合があること。 
 

（約款の変更） 

第 42 条 この約款は、法令の変更又は監督官庁並びに振替機関の指示、その他必要な事由が生じたときに改定されることがあります。な
お、改定の内容が、お客様の従来の権利を制限する若しくはお客様に新たな義務を課すものであるときは、その改定事項をご通知します。
この場合、所定の期日までに異議の申立てがないときは、約款の改定にご同意いただいたものとして取り扱います。 

 
（個人情報の取扱い） 
第 43 条 お客様の個人情報（氏名、住所、生年月日、法人の場合における代表者の役職氏名、その他機構が定める事項。以下同じ。）の

一部又は全部が、法令に定める場合のほか、機構の業務規程に基づくこの約款の各規定により、機構、機構を通じて振替株式等の発行者
及び受託者並びに機構を通じて他の口座管理機関（以下「機構等」といいます。）に提供されることがありますが、この約款の定めにより、お
客様の個人情報が機構等へ提供されることについて同意していただいたものとして取り扱います。 
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外国証券取引口座約款 
 

第1章 総則 
 
（約款の趣旨） 

第１条 この約款は、お客様（以下「申込者」という。）とクレディ・アグリコル証券会社東京支店（以下「当支店」という。）との間で行う外国
証券（日本証券業協会又は金融商品取引所が規則に定める外国証券をいう。以下同じ。）の取引に関する権利義務関係を明確にするため
の取決めです。 

２ 申込者は、外国証券の国内取引所金融商品市場における売買その他の取引（以下「国内委託取引」という。）、外国証券の売買注文を我
が国以外の金融商品市場（店頭市場を含む。以下同じ。）に取り次ぐ取引（以下「外国取引」という。）及び外国証券の国内における店頭取
引（以下「国内店頭取引」という。）並びに外国証券の当支店への保管（当該外国証券の発行に係る準拠法において、当該外国証券に表示

されるべき権利について券面を発行しない取扱いが認められ、かつ、券面が発行されていない場合における当該外国証券に表示されるべ
き権利（以下「みなし外国証券」という。）である場合には、当該外国証券の口座に記載又は記録される数量の管理を含む。以下同じ。）の
委託については、この約款に掲げる事項を承諾し、自らの判断と責任においてこれを行うものとします。 

 なお、上記の国内委託取引、外国取引及び国内店頭取引については、信用取引に係る売買及び信用取引により貸付けを受けた買付代金
又は売付有価証券の弁済に係る売買を除くものとします。 

（外国証券取引口座による処理） 

第２条 申込者が当支店との間で行う外国証券の取引に関しては、売買の執行、売買代金の決済、証券の保管その他外国証券の取引
に関する金銭の授受等そのすべてを「外国証券取引口座」（以下「本口座」という。）により処理します。 

 

（遵守すべき事項） 
第３条 申込者は、当支店との間で行う外国証券の取引に関しては、国内の諸法令並びに当該証券の売買を執行する国内の金融商品

取引所（以下「当該取引所」という。）、日本証券業協会及び決済会社（株式会社証券保管振替機構その他当該取引所が指定する決済機関

をいう。以下同じ。）の定める諸規則、決定事項及び慣行中、外国証券の売買に関連する条項に従うとともに、外国証券の発行者（預託証
券については、預託証券に係る預託機関をいう。以下同じ。）が所在する国又は地域（以下「国等」という。）の諸法令及び慣行等に関し、当
支店から指導のあったときは、その指導に従うものとします。 

 
第2章 外国証券の国内委託取引 

 

（外国証券の混蔵寄託等） 
第４条 申込者が当支店に寄託する外国証券（外国株式等及び外国新株予約権を除く。以下「寄託証券」という。）は、混蔵寄託契約によ

り寄託するものとします。当支店が備える申込者の口座に当該申込者が有する数量が記録又は記載される外国株式等及び外国新株予約

権（以下「振替証券」という。）については、当支店は諸法令並びに決済会社の定める諸規則、決定事項及び慣行中、外国証券の売買に関
連する条項に基づき、顧客の有する権利の性質に基づき適切に管理するものとします。 

２ 寄託証券は、当支店の名義で決済会社に混蔵寄託するものとし、寄託証券が記名式の場合は、決済会社が当該寄託証券の名義を決済

会社の指定する名義に書き換えます。振替証券は、次項に規定する現地保管機関における当支店に係る口座に記載又は記録された当該
振替証券の数量を、当該現地保管機関における決済会社の口座に振り替え、当該数量を記載又は記録するものとします。 

３ 前項により混蔵寄託される寄託証券又は決済会社の口座に振り替えられる振替証券（以下「寄託証券等」という。）は、当該寄託証券等の

発行者が所在する国等又は決済会社が適当と認める国等にある保管機関（以下「現地保管機関」という。）において、現地保管機関が所
在する国等の諸法令及び慣行並びに現地保管機関の諸規則等に従って保管又は管理します。 

４ 申込者は、第 1 項の寄託又は記録若しくは記載については、申込者が現地保管機関が所在する国等において外国証券を当支店に寄託し

た場合を除き、当支店の要した実費をその都度当支店に支払うものとします。 
 
（寄託証券に係る共有権等） 

第４条の２ 当支店に外国証券を寄託した申込者は、当該外国証券及びその他の申込者が当支店に寄託した同一銘柄の外国証券並びに当
支店が決済会社に寄託し決済会社に混蔵保管されている同一銘柄の外国証券につき、共有権を取得します。現地保管機関における当支
店に係る口座に外国株式等を記載又は記録された申込者は、当該現地保管機関における決済会社の口座に記載又は記録された数量に

応じて、適用される準拠法の下で当該申込者に与えられることとなる権利を取得します。 
２ 寄託証券に係る申込者の共有権は、当支店が申込者の口座に振替数量を記帳した時に移転します。振替証券に係る申込者の権利は、当

支店が申込者の口座に振替数量を記載又は記録した時に移転します。 

 
（寄託証券等の我が国以外の金融商品市場での売却又は交付） 
第５条 申込者が寄託証券等を我が国以外の金融商品市場において売却する場合又は寄託証券等の交付等を受けようとする場合は、

当支店は、当該寄託証券等を現地保管機関から当支店又は当支店の指定する保管機関（以下、「当支店の保管機関」という。）に保管替え
し、又は当支店の指定する口座に振り替えた後に、売却し又は申込者に交付します。 

２  申込者は、前項の交付については、当支店の要した実費をその都度当支店に支払うものとします。 

 
（上場廃止の場合の措置） 
第６条 寄託証券等が当該取引所において上場廃止となる場合は、当支店は、当該寄託証券等を上場廃止日以後、現地保管機関から

当支店又は当支店の指定する保管機関に保管替えし、又は当支店の指定する口座に振り替えます。 
２ 前項の規定にかかわらず、上場廃止となる寄託証券等について、有価証券としての価値が失われたことを決済会社が確認した場合には、

あらかじめ決済会社が定める日までに申込者から返還の請求がない限り、決済会社が定めるところにより当該寄託証券等に係る券面が

廃棄されることにつき、申込者の同意があったものとして取り扱います。 
 
（配当等の処理） 

第７条 寄託証券等に係る配当（外国投資信託受益証券等の収益分配、外国投資証券等の利益の分配及び外国受益証券発行信託の
受益証券等の信託財産に係る給付を含む。以下同じ。）、償還金、寄託証券等の実質的又は形式的な保有者の行為に基づかずに交付され
るその他の金銭（発行者の定款その他の内部規則若しくは取締役会その他の機関の決定、決済会社の規則又は外国証券取引口座に関す

る約款等により、寄託証券等の実質的又は形式的な保有者の行為があったものとみなされ、それに基づき交付される金銭を含む。以下同
じ。）等の処理は、次の各号に定めるところによります。 
(1) 金銭配当の場合は、決済会社が受領し、配当金支払取扱銀行（外国投資信託受益証券等、外国投資証券等及び外国受益証券発行

信託の受益証券等にあっては分配金支払取扱銀行。以下同じ。）を通じ申込者あてに支払います。 
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(2) 株式配当（源泉徴収税（寄託証券等の発行者が所在する国等において課せられるものを含む。以下同じ。）が課せられる場合の株式

分割、無償交付等を含み、外国投資信託受益証券等、外国投資証券等、カバードワラント、外国株預託証券及び外国受益証券発行
信託の受益証券等に係るこれらと同じ性質を有するものを含む。以下同じ。）の場合は、次の a 又は b に定める区分に従い、当該 a 又
は b に定めるところにより、取り扱います。 

a 寄託証券等が当該取引所を主たる市場とするものであると決済会社が認める場合以外の場合   
決済会社が、寄託証券等について、株式配当に係る株券の振込みを指定し、申込者が源泉徴収税額相当額の支払いをするとき
は、当該株式配当に係る株券を決済会社が受領し、当支店を通じ本口座に振り込むものとし、1 株（外国投資信託受益証券等、外

国投資証券等及び外国受益証券発行信託の受益証券等にあっては 1 口、（投資法人債券に類する外国投資証券にあっては１証
券、カバードワラントにあっては１カバードワラント、外国株預託証券にあっては１証券。以下同じ。）未満の株券及び決済会社が振
込みを指定しないとき又は決済会社が振込みを指定し申込者が国内において課せられる源泉徴収税額相当額を支払わないとき

は、決済会社が当該株式配当に係る株券を売却処分し、売却代金を株式事務取扱機関（外国投資信託受益証券等及び外国受益
証券発行信託の受益証券等にあっては受益権事務取扱機関、外国投資証券等にあっては投資口事務取扱機関、又は投資法人
債事務取扱機関、カバードワラントにあってはカバードワラント事務取扱機関。以下同じ。）を通じ申込者あてに支払います。ただし、

申込者が寄託証券等の発行者が所在する国等において課せられる源泉徴収税額相当額を所定の時限までに支払わないときは、
原則として当該株式配当に係る株券又は株券の売却代金は受領できないものとします。 

b 寄託証券等が当該取引所を主たる市場とするものであると決済会社が認める場合   

申込者は源泉徴収税額相当額を支払うものとし、当該株式配当に係る株券を決済会社が受領し、当支店を通じ本口座に振り込む
ものとします。ただし、1 株未満の株券は、決済会社が売却処分し、売却代金を株式事務取扱機関を経由して申込者あてに支払う
ものとします。 

(3) 配当金以外の金銭が交付される場合は、決済会社が受領し、株式事務取扱機関を通じ申込者あてに支払うものとします。 
(4) 第 2 号の寄託証券等の発行者が所在する国等において課せられる源泉徴収税額相当額の支払いは円貨により行うものとし、外貨と

円貨との換算は、決済会社又は当支店が定めるレートによります。ただし、当支店が同意した場合には、外貨により支払うことができ

るものとします。 
２ 申込者は、前項第 1 号に定める配当金、同項第 2 号 a 及び b に定める売却代金並びに同項第 3 号に定める金銭（以下「配当金等」といい

ます。）の支払方法については、当支店所定の書類により当支店に指示するものとします。 

３ 配当金等の支払いは、すべて円貨により行ないます。（円位未満の端数が生じたときは切り捨てる。） 
４ 前項の支払いにおける外貨と円貨との換算は、配当金支払取扱銀行（第 1 項第 1 号に定める配当金以外の金銭について換算する場合に

あっては、株式事務取扱機関。以下この項において同じ。）が配当金等の受領を確認した日に定める対顧客直物電信買相場（当該配当金

支払取扱銀行がこれによることが困難と認める場合にあっては、受領を確認した後に、最初に定める対顧客直物電信買相場）によります。
ただし、寄託証券等の発行者が所在する国等の諸法令又は慣行等により、外貨の国内への送金が不可能若しくは困難である場合には、
決済会社が定めるレートによるものとします。 

５ 第 1 項各号に規定する配当等の支払手続において、決済会社が寄託証券等の発行者が所在する国等の諸法令又は慣行等により費用を
支払った場合の当該費用は、申込者の負担とし、配当金から控除する等の方法により申込者から徴収します。 

６ 配当に関する調書の作成、提出等については、諸法令の定めるところにより株式事務取扱機関及び決済会社又は当支店が行います。 

７ 決済会社は、第 1 項及び第 3 項の規定にかかわらず、外貨事情の急変、外国為替市場の閉鎖等の事由により配当金等の支払いを円貨に
より行うことができない場合は、配当金等の支払いを当該事由が消滅するまで留保すること又は外貨により行うことができるものとします。
この場合において、留保する配当金等には、利息その他の対価をつけないものとします。 

８ 配当金等の支払手続において、決済会社が配当金等の支払いを開始する日として指定した日から５年を経過してもなお受領されないとき

は、決済会社及び当社はその支払義務を免れるものとします。（注１：付則） 

 

 
（新株予約権等その他の権利の処理） 
第８条 寄託証券等に係る新株予約権等（新たに外国株券等の割当てを受ける権利をいう。以下同じ。）その他の権利の処理は、次の各

号に定めるところによります。 
(1) 新株予約権等が付与される場合は、次の a 又はｂに定める区分に従い、当該 a 又は b に定めるところにより、取り扱います。 

a 寄託証券等が当該取引所を主たる市場とするものであると決済会社が認める場合以外の場合  

申込者が所定の時限までに新株式（新たに割り当てられる外国株券等をいう。以下同じ。）の引受けを希望することを当支店に通
知し、当支店を通じ決済会社に払込代金を支払うときは、決済会社は申込者に代わって当該新株予約権等を行使して新株式を引
き受け、当支店を通じて本口座に振り込むものとし、申込者が所定の時限までに新株式の引受けを希望することを当支店に通知

しないとき又は決済会社が当該新株予約権等を行使することが不可能であると認めるときは、決済会社が当該新株予約権等を売
却処分します。ただし、当該寄託証券等の発行者が所在する国等の諸法令若しくは慣行等により又は市場の状況により、決済会
社が当該新株予約権等の全部又は一部を売却できないときは、当該全部又は一部の新株予約権等はその効力を失います。 

b 寄託証券等が当該取引所を主たる市場とするものであると決済会社が認める場合  
決済会社が新株予約権等を受領し、当支店を通じ本口座に振り込みます。この場合において、申込者が所定の時限までに新株式
の引受けを希望することを当支店に通知し、当支店を通じ決済会社に払込代金を支払うときは、決済会社は申込者に代わって当

該新株予約権等を行使して新株式を引き受け、当支店を通じて本口座に振り込むものとし、申込者が所定の時限までに新株式の
引受けを希望することを当支店に通知しないときは、新株式の引受けは行えないものとします。 

(2) 株式分割、無償交付、減資又は合併による株式併合等（源泉徴収税が課せられるものを除き、外国投資信託受益証券等、外国投資

証券等、カバードワラント、外国株預託証券及び受益証券発行信託の受益証券等に係るこれらと同じ性質を有するものを含む。）によ
り割り当てられる新株式は、決済会社が受領し、当支店を通じ本口座に振り込みます。ただし、1 株未満の新株式については、決済会
社がこれを売却処分します。 

(3) 寄託証券等の発行者が発行する当該寄託証券等以外の株券が分配される場合は、決済会社が当該分配される株券の振込みを指定
し、申込者が源泉徴収税額相当額の支払いをするときは、当該分配される株券を決済会社が受領し、当支店を通じ本口座に振り込む
ものとし、1 株未満の株券及び決済会社が振込みを指定しないとき又は決済会社が振込みを指定し、申込者が国内において課せられ

る源泉徴収税額相当額を支払わないときの当該分配される株券は、決済会社が売却処分し、売却代金を株式事務取扱機関を通じ顧
客に支払うものとします。ただし、申込者が寄託証券等の発行者が所在する国等において課せられる源泉徴収税額相当額を所定の
時限までに支払わないときは、原則として当該分配される株券又は株券の売却代金は受領できないものとします。 

(4) 前 3 号以外の権利が付与される場合は、決済会社が定めるところによります。 
(5) 第 1 号 a、第 2 号及び第 3 号により売却処分した代金については、前条第 1 項第 2 号 a 並びに同条第 2 項から第 5 項まで及び第７

項の規定に準じて処理するものとし、同条第８項の規定はその支払いについて準用します。（注２：付則） 

 
(6) 第 1 号の払込代金及び第 3 号の寄託証券等の発行者が所在する国等において課せられる源泉徴収税額相当額の支払いは円貨によ
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り行うものとし、外貨と円貨との換算は、決済会社又は当支店が定めるレートによります。ただし、当支店が同意した場合には、外貨に

より支払うことができるものとします。 
 
 

（払込代金等の未払い時の措置） 
第９条 申込者が、新株予約権の行使に係る払込代金その他外国証券の権利行使を行うため又は株式配当を受領するため当支店に支

払うことを約した代金又は源泉徴収税額相当額を、所定の時限までに当支店に支払わないときは、当支店は、任意に、申込者の当該債務

を履行するために、申込者の計算において、当該引受株券の売付契約等を締結することができるものとします。 
 
（議決権の行使） 

第 10 条 寄託証券等（外国株預託証券を除く。以下この条において同じ。）に係る株主総会（外国投資信託受益証券等及び外国受益証券
発行信託の受益証券等に係る受益者集会並びに外国投資証券等に係る投資主総会及び投資法人債権者集会を含む。以下同じ。）におけ
る議決権は、申込者の指示により、決済会社が行使します。ただし、この指示をしない場合は、決済会社は議決権を行使しません。 

２ 前項の指示は、決済会社の指定した日までに株式事務取扱機関に対し所定の書類により行うものとします。 
３ 第 1 項の規定にかかわらず、寄託証券等の発行者が所在する国等の法令により決済会社が当該寄託証券等に係る株主総会における議

決権の行使を行えない場合の議決権は、申込者が株式事務取扱機関に対し提出する所定の書類を決済会社が当該発行者に送付する方

法により、申込者が行使するものとします。 
４ 第 1 項及び前項の規定にかかわらず、決済会社は、寄託証券等の発行者が所在する国等の法令により決済会社が当該寄託証券等に係

る株主総会においてその有する議決権を統一しないで行使することができない場合又は申込者が当該寄託証券等に係る株主総会に出席

して議決権を行使することが認められている場合においては、議決権の行使に関する取扱いについて別に定めることができるものとしま
す。   

                                           

（外国株預託証券に係る議決権の行使） 
第 10 条の２ 外国株預託証券に表示される権利に係る外国株券等に係る株主総会における議決権は、申込者の指示により、当該外国株預

託証券の発行者が行使します。ただし、この指示をしない場合は、当該発行者は議決権を行使しません。 

２ 前条第 2 項の規定は、前項の指示について準用するものとします。 
３ 第 1 項の規定にかかわらず、外国株預託証券に表示される権利に係る外国株券等の発行者が所在する国等の法令により当該外国株預

託証券の発行者が当該外国株券等に係る株主総会における議決権の行使を行えない場合の議決権は、申込者が株式事務取扱機関に

対し提出する所定の書類を決済会社が当該外国株預託証券の発行者を通じて当該外国株券等の発行者に送付する方法により、申込者
が行使するものとします。 

４ 第１項及び前項の規定にかかわらず、決済会社は、外国株預託証券に表示される権利に係る外国株券等の発行者が所在する国等の法

令により、決済会社を通じて当該外国株預託証券の発行者が当該外国株券等に係る株主総会においてその有する議決権を統一しないで
行使することができない場合又は申込者が当該外国株券等に係る株主総会に出席して議決権を行使することが認められている場合にお
いては、議決権の行使に関する取扱いについて別に定めることができるものとします。 

 
（株主総会の書類等の送付等） 
第 11 条 寄託証券等の発行者から交付される当該寄託証券等（外国株預託証券を除く。）又は外国株預託証券に表示される権利に係る

外国株券等に係る株主総会に関する書類、事業報告書その他配当、新株予約権等の付与等株主（外国投資信託受益証券等及び外国受
益証券発行信託の受益証券等にあっては受益者、外国投資証券等にあっては投資主又は投資法人債権者、外国株預託証券にあっては
所有者）の権利又は利益に関する諸通知は、株式事務取扱機関が申込者の届け出た住所あてに送付します。 

２ 前項の諸通知の送付は、当該取引所が認めた場合には、時事に関する事項を掲載する日刊新聞紙による公告又は株式事務取扱機関に
備え置く方法に代えることができるものとします。 

 

第3章 外国証券の外国取引及び国内店頭取引並びに募集若しくは売出しの取扱い又は私募の取扱い 
 
（売買注文の執行地及び執行方法の指示） 

第 12 条 申込者の当支店に対する売買の種類、売買注文の執行地及び執行方法については、当支店の応じ得る範囲内で申込者があら
かじめ指示するところにより行います。 

 

（注文の執行及び処理） 
第 13 条 申込者の当支店に対する売買注文並びに募集及び売出し又は私募に係る外国証券の取得の申込みについては、次の各号に定

めるところによります。 

(1) 外国取引並びに募集及び売出し又は私募に係る外国証券の取得の申込みについては、当支店において遅滞なく処理される限り、時
差等の関係から注文発注日時と約定日時とがずれることがあります。 

(2) 当支店への注文は、当支店が定めた時間内に行うものとします。 

(3) 国内店頭取引については、申込者が希望し、かつ、当支店がこれに応じ得る場合に行ないます。 
(4) 外国証券の最低購入単位は、当支店の定めるところとします。 
(5) 当支店は、売買等の成立を確認した後、遅滞なく申込者あてに契約締結時等交付書面等を送付します。 

 
（受渡日等） 
第 14 条 取引成立後の受渡し等の処理については、次の各号に定めるところによります。 

(1) 外国取引については、執行地の売買注文の成立を、当支店が確認した日（その日が休業日に当たる場合は、その後の直近の営業日）
を約定日とします。 

(2) 外国証券の売買に関する受渡期日は、当支店が申込者との間で別途取り決める場合を除き、約定日から起算して 4 営業日目とします。 

 
（外国証券の保管、権利及び名義） 
第 15 条 当支店が申込者から保管の委託を受けた外国証券の保管、権利及び名義の取扱いについては、次の各号に定めるところにより

ます。 
(1) 当支店は、申込者から保管の委託を受けた外国証券の保管については、当支店の保管機関に委任するものとします。 
(2) 前号に規定する保管については、当支店の名義で行われるものとします。 

(3) 申込者が有する外国証券（みなし外国証券を除く。）が当支店の保管機関に保管された場合には、申込者は、適用される準拠法及び
慣行の下で、当支店の保管機関における当支店の当該外国証券に係る口座に記載又は記録された当該外国証券に係る数量に応じ
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て権利を取得し、当該取得した数量に係る権利の性質に基づき保管されます。 

(4) 前号の規定は、みなし外国証券について準用します。この場合において前号中「外国証券（みなし外国証券を除く。）が当支店の保管
機関に保管された」とあるのは「みなし外国証券に係る数量が当支店の保管機関における当支店の口座に記載又は記録された」と、
「当該外国証券に係る数量に応じて権利を取得し」とあるのは「当該みなし外国証券に係る数量に応じて権利を取得し」と読み替えるも

のとします。 
(5) 第３号の場合において、申込者は、適用される準拠法の下で、当該外国証券に係る証券又は証書について、権利を取得するものとし

ます。 

(6) 申込者が有する外国証券に係る権利は、当支店が本口座に振替数量を記載又は記録した時に、当該振替数量に応じて移転が行わ
れるものとします。 

(7) 申込者が権利を有する外国証券につき名義人を登録する必要のある場合は、その名義人は当支店の保管機関又は当該保管機関の

指定する者とします。 
(8) 申込者が権利を有する外国証券につき、売却、保管替え又は返還を必要とするときは所定の手続きを経て処理します。ただし、申込

者は、現地の諸法令等により券面が返還されない外国証券の国内における返還は請求しないものとします。 

(9) 申込者は、前号の保管替え及び返還については、当支店の要した実費をその都度当支店に支払うものとします。 
(10) 申込者が権利を有する外国証券につき、有価証券としての価値が失われたことにより、当支店の保管機関において、現地の諸法令等

に基づき残高の抹消が行われた場合には、本口座の当該抹消に係る残高を抹消するとともに、申込者が特に要請した場合を除き、当

該外国証券に係る券面は廃棄されたものとして取り扱います。 
 
（選別基準に適合しなくなった場合の処理） 

第 16 条 外国投資信託証券が日本証券業協会の定める選別基準に適合しなくなった場合には、当支店は当該外国投資信託証券の販売
を中止します。この場合においても、申込者の希望により、当支店は申込者が購入した当該外国投資信託証券の売却の取次ぎ、又はその
解約の取次ぎに応じます。 

 
（外国証券に関する権利の処理） 
第 17 条 当支店の保管機関に保管された外国証券の権利の処理については、次の各号に定めるところによります。 

(1) 当該保管機関に保管された外国証券の配当金、利子及び収益分配金等の果実並びに償還金は、当支店が代わって受領し、申込者
あてに支払います。この場合、支払手続において、当支店が当該外国証券の発行者が所在する国等の諸法令又は慣行等により費用
を徴収されたときは、当該費用は申込者の負担とし当該果実又は償還金から控除する等の方法により申込者から徴収します。 

(2) 外国証券に関し、新株予約権等が付与される場合は、原則として売却処分のうえ、その売却代金を前号の規定に準じて処理します。 
ただし、当該外国証券の発行者が所在する国等の諸法令若しくは慣行等により又は市場の状況により、当支店が当該新株予約権等
の全部又は一部を売却できないときは、当該全部又は一部の新株予約権等はその効力を失います。 

(3) 株式配当、株式分割、株式無償割当、減資、合併又は株式交換等により割り当てられる株式は、当支店を通じ本口座により処理しま
す。ただし、我が国以外の金融商品市場における売買単位未満の株式は、申込者が特に要請した場合を除きすべて売却処分のうえ、
その売却代金を第 1 号の規定に準じて処理します。 

(4) 前号の規定により割り当てられる株式に源泉徴収税が課せられる場合には、当該規定にかかわらず、申込者がとくに要請した場合を
除きすべて売却処分のうえ、その売却代金を第 1 号の規定に準じて処理します。 

(5) 外国証券に関し、前 4 号以外の権利が付与される場合は、申込者がとくに要請した場合を除きすべて売却処分のうえ、その売却代金

を第 1 号の規定に準じて処理します。 
(6) 株主総会、債権者集会、受益権者集会又は所有者集会等における議決権の行使又は異議申立てについては、申込者の指示に従い

ます。ただし、申込者が指示しない場合には、当支店は議決権の行使又は異議の申立てを行いません。 

(7) 第1号に定める果実に対し我が国以外において課せられる源泉徴収税に係る軽減税率又は免税の適用、還付その他の手続きについ
ては、当支店が代ってこれを行うことがあります。 

 

（諸通知） 
第 18 条 当支店は、保管の委託を受けた外国証券につき、申込者に次の通知を行います。 

(1) 募集株式の発行、株式分割又は併合等株主又は受益者及び所有者の地位に重大な変化を及ぼす事実の通知 

(2) 配当金、利子、収益分配金及び償還金等の通知 
(3) 合併その他重要な株主総会議案に関する通知 

２ 前項の通知のほか、当支店又は外国投資信託証券の発行者は、保管の委託を受けた外国投資信託証券についての決算に関する報告書

その他の書類を送付します。ただし、外国投資証券に係る決算に関する報告書その他の書類については、特にその内容について時事に
関する事項を掲載する日刊新聞紙への掲載が行われた場合は、申込者の希望した場合を除いて当支店は送付しません。 

 

（発行者からの諸通知等） 
第 19 条 発行者から交付される通知書又は資料等は、当支店においてその到達した日から 3 年間（海外 CD 及び海外 CP については 1 年

間）保管し、閲覧に供します。ただし、申込者が送付を希望した場合は、申込者の届け出た住所あてに送付します。 

２ 前項ただし書により、申込者あての通知書又は資料等の送付に要した実費は外国投資信託証券に係るものを除き、その都度申込者が当
支店に支払うものとします。 

 

（諸料金等） 
第 20 条 取引の執行に関する料金及び支払期日等は次の各号に定めるところによります。 

(1) 外国証券の外国取引については、我が国以外の金融商品市場における売買手数料及び公租公課その他の賦課金並びに所定の取

次手数料を第 14 条第 2 号に定める受渡期日までに申込者が当支店に支払うものとします。 
(2) 外国投資信託証券の募集及び売出し又は私募に係る取得の申込みについては、ファンド所定の手数料及び注文の取次地所定の公

租公課その他の賦課金を目論見書等に記載された支払期日までに申込者が当支店に支払うものとします。 

２ 申込者の指示による特別の扱いについては、当支店の要した実費をその都度申込者が当支店に支払うものとします。 
 
（外貨の受払い等） 

第 21 条 外国証券の取引に係る外貨の授受は、原則として申込者が自己名義で開設する外貨預金勘定と当支店が指定する当支店名義
の外貨預金勘定との間の振替の方法により行います。 

 

（金銭の授受） 
第 22 条 本章に規定する外国証券の取引等に関して行う当支店と申込者との間における金銭の授受は、円貨又は当支店が応じることが
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できる範囲内で申込者が指定する外貨によります。この場合において、外貨と円貨との換算は、別に取決め又は指定のない限り、換算日に

おける当支店が定めるレートによります。 
２ 前項の換算日は、売買代金については、約定日、第 17 条第 1 号から第 4 号までに定める処理に係る決済については当支店がその全額の

受領を確認した日とします。 

 
第4章 雑則 

 

（取引残高報告書の交付） 
第 23 条 申込者は、当支店に保管の委託をした外国証券について、当支店が発行する取引残高報告書の交付を定期的に受けるものとし

ます。ただし、申込者が請求した場合には、取引に係る受渡決済後遅滞なく交付を受ける方法に代えるものとします。 

２ 前項の規定にかかわらず、申込者は、当支店が申込者に対して契約締結時等交付書面を交付することが法令により義務付けられていな
い場合については、法令に定める場合を除き、取引に係る受渡決済後遅滞なく取引残高報告書の交付を受けるものとします。 

３ 当支店は、当支店が申込者に対して取引に係る受渡決済後遅滞なく取引残高報告書を交付することとする場合であっても、法令に定める

記載事項については、取引に係る受渡決済後遅滞なく取引残高報告書を交付する方法に代えて、定期的に取引残高報告書を交付するこ
とがあります。 

 

（届出事項） 
第 24 条 申込者は、住所、氏名又は名称及び印鑑等を当支店所定の書類により当支店に届け出るものとします。 
 

（届出事項の変更手続き） 
第 25 条 氏名、住所およびお届印の変更など申込事項に変更があったときは、その旨を当支店にお申し出のうえ、当支店所定の方法によ

り遅滞なくお手続きいただきます。このお申し出があった場合は、当支店に、住民票、登記事項証明書、印鑑証明書そのほか必要と認める

書類などをご提出いただくことがあります。この場合、印鑑証明書のご提出ができないときは、当支店の認める保証人の印鑑証明書をご提
出いただきます。 

 

（届出がない場合等の免責） 
第 26 条 前条の規定による届出がないか、又は届出が遅延したことにより、申込者に損害が生じた場合には、当支店は免責されるものと

します。 

 
（通知の効力） 
第 27 条 申込者の届出住所にあて、当支店によりなされた本口座に関する諸通知が、転居、不在その他申込者の責に帰すべき事由によ

り、延着し、又は到着しなかった場合においては、通常到着すべきときに到着したものとして取り扱うことができるものとします。 
 
（口座管理料） 

第 28 条 申込者は、この約款に定める諸手続の費用として、当支店の定めるところにより、口座管理料を当支店に支払うものとします。 
 
（契約の解除） 

第 29 条 次の各号の一に該当したときは、この契約は解除されます。 
(1) 申込者が当支店に対し解約の申出をしたとき 
(2) 申込者がこの約款の条項の一に違反し、当支店がこの契約の解除を通告したとき 

(3) 第 32 条に定めるこの約款の変更に申込者が同意しないとき 
(4) 申込者が口座開設申込時にした確約に関して虚偽の申告をしたことが認められ、当支店が解約を申し出たとき 
(5) 申込者が暴力団員、暴力団関係企業、いわゆる総会屋等の反社会的勢力に該当すると認められ、当支店が解約を申し出たとき 

(6) 申込者が暴力的な要求行為、法的な責任を超えた不当な要求行為等を行い、当支店が契約を継続しがたいと認めて、解約を申し出
たとき 

(7) 前各号のほか、契約を解除することが適当と認められる事由として当支店が定める事項に該当したとき、又は，やむを得ない事由によ

り当支店が申込者に解約の申し出をしたとき 
２ 前項に基づく契約の解除に際しては、当支店の定める方法により、保管する外国証券及び金銭の返還を行うものとします。なお、保管する

外国証券のうち原状による返還が困難なものについては、当支店の定める方法により、申込者の指示によって換金、反対売買等を行った

うえ、売却代金等の返還を行うものとします。 
 
（免責事項） 

第 30 条 次に掲げる損害については、当支店は免責されるものとします。 
(1) 天災地変、政変、同盟罷業、外貨事情の急変、外国為替市場の閉鎖等、不可抗力と認められる事由により、売買の執行、金銭の授受

又は保管の手続等が遅延し、又は不能となったことにより生じた損害 

(2) 電信又は郵便の誤謬，遅滞等当支店の責に帰すことのできない事由により生じた損害 
(3) 当支店所定の書類に押印した印影と届出の印鑑とが相違ないものと当支店が認めて、金銭の授受、保管の委託をした証券の返還そ

の他の処理が行われたことにより生じた損害 

 
（準拠法及び合意管轄） 
第 31 条 外国証券の取引に関する申込者と当支店との間の権利義務についての準拠法は、日本法とします。ただし、申込者が特に要請し

かつ、当支店がこれに応じた場合には、その要請のあった国の法律とします。 
２ 申込者と当支店との間の外国証券の取引に関する訴訟については、当支店の所在地を管轄する裁判所を指定することができるものとしま

す。 

 
（約款の変更） 
第 32 条 この約款は、法令の変更又は監督官庁の指示、その他必要が生じたときに改定されることがあります。 

２ 当支店は、改定の内容が、申込者の従来の権利を制限し、また申込者に新たな義務を課すことになる場合には、その改定事項を申込者に
通知いたします。 

ただし、改定の影響が軽微であるとされるときは、上記の通知に代えて、時事に関する事項を掲載する日刊新聞紙に掲載する方法によること

があります。 
３ 前項の通知又は掲載があった場合、所定の期日までに申込者から異議の申し立てがないときは、当支店は、約款の改定にご同意いただ
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いたものとして取り扱います。 

 
（個人データの第三者提供に関する同意） 
第 33 条 申込者は、次の各号に掲げる場合に、当該各号に定める者に対し、当該申込者の個人データ（住所、氏名、連絡先、生年月日、

所有する外国証券の数量その他当該場合に応じて必要な範囲に限る。）が提供されることがあることに同意するものとします。 
(1) 外国証券の配当金、利子及び収益分配金等の果実に対し我が国以外において課せられる源泉徴収税に係る軽減税率又は免税の適

用、還付その他の手続を行う場合  

 当該国等の税務当局、当該外国証券の保管機関又はこれらの者から当該手続に係る委任を受けた者 
(2) 預託証券に表示される権利に係る外国証券の配当金、利子及び収益分配金等の果実に対し我が国以外において課せられる源泉徴

収税に係る軽減税率又は免税の適用、還付その他の手続を行う場合 

当該国等の税務当局、当該外国証券の保管機関、当該預託証券の発行者若しくは保管機関又はこれらの者から当該手続に係
る委任を受けた者 

(3) 外国証券又は預託証券に表示される権利に係る外国証券の発行者が、有価証券報告書その他の国内又は我が国以外の法令又は

金融商品取引所等の定める規則（以下「法令等」という。）に基づく書類の作成、法令等に基づく権利の行使若しくは義務の履行、実質
株主向け情報の提供又は広報活動等を行う上で必要となる統計データの作成を行う場合 

当該外国証券の発行者若しくは保管機関又は当該預託証券に表示される権利に係る外国証券の発行者若しくは保管機関 

(4) 外国証券の売買を執行する我が国以外の金融商品市場の監督当局（当該監督当局の認可を受けた自主規制機関を含む。以下この
号において同じ。）がマネー・ローンダリング、証券取引に係る犯則事件又は当該金融商品市場における取引公正性の確保を目的とし
た当該国等の法令等に基づく調査を行う場合であって、その内容が、裁判所又は裁判官の行う刑事手続に使用されないこと及び他の

目的に利用されないことが明確な場合  
当該監督当局、当該外国証券の売買に係る外国証券業者又は保管機関 

 

 

付      則（令７.●.●） 

注 1．2： 

１ 下線の改正は、令和 12 年 10 月１日より施行する。 

２ 改正後の第７条第８項（第８条第５号において準用する場合を含む。）の規定は、この改正規定施行の日より前の日を支払いを開始する

日として指定した配当金等（同号において準用する場合にあっては、同条第１号 a、第２号及び第３号により売却処分した代金）についても

適用する。 
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金融口座情報の自動的交換のための報告制度に係る約款 

外国口座税務コンプライアンス法（FATCA）に係る約款 

 
米国政府及び日本政府からの要請により、当支店は、お客様が外国口座税務コンプライアンス法（FATCA）上の報告対象と

して以下の①、②又は③に該当する場合（該当する可能性があると当支店が判断する場合を含む。）、米国税務当局における

課税執行のため、お客様の情報（氏名／名称、住所／所在地、米国納税者番号、口座番号、口座残高、口座に発生した所得

の額、その他米国税務当局が指定する情報。）を米国税務当局に提供することがありますが、この約款の定めにより、お客様

の当該情報が米国税務当局へ提供されることについて同意していただいたものとして取り扱います。 

 

なお、当支店は、個人情報の保護に関する法律、金融分野における個人情報保護に関するガイドライン等に基づき、お客様

の情報のうち個人情報に該当するものを適切に取り扱い、上述の米国税務当局における課税執行のために米国税務当局に

提供する目的及び当支店の「プライバシーポリシー・個人情報の取り扱いについて」で定める利用目的以外の目的では利用い

たしません。 

 

① 米国における納税義務のある自然人、法人又はその他の組織 

② 米国における納税義務のある自然人が実質的支配者となっている非米国法人又はその他の組織（金融機関を除く） 

③ FATCA の枠組みに参加していない金融機関（米国内国歳入法 1471 条及び 1472 条の適用上、適用外受益者として扱わ

れる者を除く。） 

 

また、この約款の定めにより、以下の点についてもご同意していただいたものとして取り扱います。 

 

 お客様が FATCA 上の報告対象に該当するか否かの判断を当支店が行うために必要な書類を、当支店の依頼に応じて

提出すること 

 上記書類が提出されない場合、お客様の口座への支払について FATCA に基づき源泉税が賦課あるいは徴収される可能

性があること、ならびに支払額の報告が米国税務当局等に行われること 

 お客様の口座への支払において、FATCA に基づき当支店が当該源泉徴収を行っても、当支店は控除分の補償を行う義

務はないこと 

 

 

 

 

金融口座情報の自動的交換のための報告制度に係る約款 

 

「租税条約等の実施に伴う所得税法、法人税法及び地方税法の特例等に関する法律」第10条の5第１項前段の規定に基づき、

お客様は口座開設時および当支店の求めに応じ、当支店の指定する様式の「特定取引を行う者の届出書」（“「届出書」”）を提

出するものとします。また、お客様は、当支店がその義務に基づく審査を行うにあたって必要となるその他の追加情報の提出

を求める場合これに従うものとします。 

 

この約款の定めにより、当支店が、お客様もしくはその受益者の所在する国の当局への報告を目的に、お客様から得た以下

の情報を、日本の租税当局に対し提供することについて同意したものとして取り扱います。 

 

① 顧客情報（お客様もしくはその受益者の名前、住所、納税目的から見た所在地、納税者番号（”TIN”）もしくはこれと同

等のもの、出生年月日、場所等を含むがこれに限られない）、 

② 報告対象となる口座に関する情報（年末もしくは口座閉鎖時の残高等を含むがこれに限られない）、 

③ 当該口座に支払われた収入、特に： 

 当該年もしくは特定の期間に生じた金利、配当、その他口座にある資産から生じたその他の収入の総額、および 

 当支店がお客様の管財人、ブローカー、指定代理人等となった当該年もしくは特定の期間に口座に記帳された資

産の売却や償却から生じた対価の総額 

 

また、この約款の定めにより、以下の点についてもご同意していただいたものとして取り扱います。 

 

 届出書の情報に何らかの変更が生じた場合は直ちにこれを当支店に報告すること 

 所在地の変更、株式保有の変更等の事情の変更に伴い当支店が届出書その他の追加情報の提出を依頼した場

合はこれに従うこと 

 こうした報告のない場合、当該変更に関わらず当支店がお客様を最新の届出書に記載された地に所在するものと

して取り扱うこと 
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制裁及びマネー・ローンダリングに係る約款 

 

お客様は、本約款に同意の上、当支店社との取引（以下「本件取引」といいます。）を申込むものとして取り扱います。 

 

（制裁に関する表明・確約） 

第 1 条 

  お客様は、次の(1)および/または（2）に基づく表明に関して虚偽の申告をし、および/または次の(2)に基づく確約に違反

したことが判明した場合には、本件取引が停止され、または通知により本件取引が解約されても異議を唱えません。なお、こ

れによりお客様に損害が生じた場合でも、当支店に損害賠償請求することはせず、いっさいお客様の責任とします。また、こ

れにより当支店に損害を生じさせた場合には、お客様はその損害額を支払います。 

 

(1) お客様は、お客様も、お客様の子会社もしくはその各役員、取締役、もしくはお客様の知りうる限りにおいて、どの従業

員、代理人もしくは関連会社も、(a)制裁対象者でもなければ; (b)どの制裁対象国にも、本拠地を置き、居住し、もしくは設立

もされていないことを表明します。 

(2) お客様は、次の各事項を表明・確約します。 

A. お客様が、制裁対象者との活動を行ったこともなければ、将来にわたって行うこともないこと。 

B. お客様が、制裁対象者から、資金または他のいかなる資産をも、受領したこともなければ、将来にわたって受領するこ

ともないこと。 

C. お客様が、制裁対象国に本拠地を置く個人または法人との活動を行ったこともなければ、将来にわたって行うこともな

いこと。 

 

本規定において、 

「制裁当局」とは、(a)アメリカ合衆国; (b)国際連合; (c)欧州連合（もしくはそのメンバー国のいずれか）; (d)英国;(e)日本;また

は (f)前述のいずれかにかかる機構および機関それぞれ（米財務省外国資産管理室（"OFAC”）や日本の財務省等を含む）

をいう。 

「制裁」とは、経済の、金融の、または貿易の制裁にかかる法、規制、禁止命令、もしくは制裁当局によって、採用され、管

理され、立法化され、もしくは執行されたその他の制約的な手法をいう。 

「制裁対象国」とは、全国規模もしくは全領土規模の制裁の対象となっている国もしくは領土をいう。 

「制裁対象者」とは、制裁の影響下にある、もしくは制裁対象とされている個人もしくは法人、または、制裁対象者に保有も

しくは支配されている個人もしくは法人をいう。 

 

（マネー・ロ－ンダリング） 

第 2 条 

お客様は、次の各事項につき認識し、承諾します。 

 

（1） 当支店が、お客様の情報および具体的な取引の内容等を適切に把握するため、提出期限を指定して各種確認や資料

の提出を求めることがあること。また、お客様が正当な理由なく指定された期限までに回答しない場合には、本件取引の一

部が制限される場合があること。 

（2） 前項の各種確認や資料の提出の求めに対するお客様の回答、具体的な取引の内容、お客様の説明内容およびその

他の事情を考慮して、当支店がマネー・ローンダリング、テロ資金供与、もしくは経済制裁関係法令等への抵触のおそれが

あると判断した場合には、本件取引の一部が制限される場合があること。 

（3） 前記2項の定めるいずれの取引等の制限についても、お客様からの説明にもとづき、マネー・ローンダリング、テロ資金

供与、または経済制裁関係法令等への抵触のおそれが合理的に解消されたと当支店が認める場合、前 2 項にもとづく取引

等の制限が解除されること。 

（4） 本件取引がマネー・ローンダリング、テロ資金供与、経済制裁関係法令等に抵触する取引に利用され、またはそのおそ

れがあると合理的に認められる場合、当支店は本件取引を停止し、またはお客様に通知することにより本件取引を解約する

ことができること。 

 

以上



 

 

 

 

 

規 定 集 
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プライバシーポリシー・個人情報の取り扱いについて 

クレディ・アグリコル証券会社東京支店（以下「当支店」）では、お客様にご信頼いただき、選んでいただ
ける証券会社となるため、お客様に関する個人情報及び個人番号と特定個人情報（個人番号をその内容に含
む個人情報）（合わせて「特定個人情報等」という。）（以下、全て合わせて「個人情報等」という。）に
ついては、「個人情報の保護に関する法律」（「個人情報保護法」））および「行政手続における特定の個
人を識別するための番号の利用等に関する法律」（「番号法」）をはじめとして、関係法令等・ガイドライ
ン等を遵守し、お客様のご同意なしに目的外に利用することなく、またお客様からいただいたご質問・ご相
談等についても迅速かつ誠実な対応に努め、個人情報保護に向け誠意をもって適切に取り組んでいきます。 
 
1. 個人情報の取得・利用目的 

お客様の個人情報は、お客様とのお取引を安全かつ確実に進め、より良い金融商品・サービスを提供さ
せていただくために取得・利用されます。 
当支店の具体的な金融商品・サービスの内容は下記の通りです 

(1)  金融商品取引業務（有価証券の売買業務、デリバティブ取引業務、有価証券の売買の取次ぎ、媒
介、または代理業務、デリバティブ取引の取次ぎ、媒介、または代理業務、有価証券の引受け業
務、有価証券等管理業務等）及び金融商品取引業務に付随する業務 

(2) 貸金業等、法律により金融商品取引業者が営むことができる業務及びこれらに付随する業務 

(3)  その他金融商品取引業者が営むことができる業務及びこれらに付随する業務（今後取扱いが認め
られる業務を含む） 

 
当支店は、お客様の個人情報を、上記金融商品・サービスに関し下記利用目的で利用いたします。 

(1) 金融商品取引法に基づく有価証券・金融商品の勧誘・販売、サービスに関する情報提供等を行う
ため 

(2) 当支店または関連会社、提携会社等の他の事業者の金融商品その他の商品の勧誘・販売、サービ
スに関する情報提供・広告等を行うため（今後取扱いが認められる商品を含む） 

(3) 法令諸規則・当支店社内規則・適合性の原則等に照らした商品・サービスのご提供の妥当性を判
断するため 

(4) お客様ご本人であること、またはご本人の代理人であることを確認するため 

(5) お客様に対し、取引結果、預り残高などの報告やセミナー等の参加確認を行うため 

(6) お客様との取引に関する各種事務を行うため 

(7) 市場調査、データ分析やアンケートの実施等により、金融商品やサービスの研究、開発、改良を
行うため 

(8) 他の事業者等から個人情報の取扱いの全部または一部について委託された場合等において、委託
された当該業務を適切に遂行するため 

(9) 当支店が法令や協会規則等により義務づけられている事項を遵守するため 

(10) 当支店の業務遂行にかかわる必要に応じてご連絡を行うため 

(11) その他、お客様とのお取引を適切かつ円滑に履行するため 
 
2. 取得する個人情報の種類 

当支店は、以下の情報を取得いたします。 

お客様の氏名、住所、生年月日、性別、電話番号、メールアドレス、勤務先名、役職名、勤務先所在地、
商品・サービスの種類、取引金額、ご契約日、その他当支店のお取引に必要又は関連する情報 

なお、当支店は、金融分野における個人情報保護に関するガイドラインに定められた機微（センシティ
ブ）情報については、法令等に基づく場合や業務遂行上必要な範囲においてお客様の同意をいただいた
場合等の同ガイドラインに掲げる場合を除き、取得することはありません。 
また、特定個人情報等に関しては、原則として法令で定める場合を除き、収集・保管はいたしません。 

 
3. 個人情報の取得方法 

当支店は、利用目的の達成に必要な範囲で、口頭、郵便、電話等を通じ、適切かつ適法な手段によりお
客様又は第三者から、お客様の個人情報を取得いたします。 
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4. 個人情報の提供 

(1) 当支店では、法令で定める場合を除き、お客様の個人情報を第三者に提供いたしません。 

(2) 当支店では、利用目的の達成に必要な範囲内においてお客様の個人情報の取扱いの全部又は一部
を委託する場合があります。委託に際しては、委託先に対する必要かつ適切な監督を行います。 

(3) 当支店は、以下の範囲でお客様の個人情報を共同利用することがあります。 

・ 共同して利用される個人データの項目： 上記「２．取得する個人情報の種類」に記載した項
目 

・ 共同して利用する者の範囲：クレディ・アグリコルグループ（クレディ・アグリコル証券会
社東京支店、クレディ･アグリコル銀行本支店、アムンディ・ジャパン株式会社等） 

・ 利用する者の利用目的：総合的金融ービスの提供並びにリスク管理のため 
・ 個人データの管理について責任を有する者の名称及び住所並びに代表者の氏名： クレディ・

アグリコル証券会社東京支店コンプライアンス部長、東京都港区麻布台 1-3-1、日本におけ
る代表者 アントワンヌ・スィルジ 

(4) 当支店では、法令で定める場合を除き、お客様の個人情報を第三者に提供いたしません。 

 
5. 個人情報の管理方法 

当支店は、お客様の個人情報を正確、最新なものにするよう常に適切な措置を講じています。また、お
客様の個人情報の漏えい、滅失、毀損等（以下「漏えい等」といいます。）を防止するため、組織的安全
管理措置、人的安全管理措置、物理的安全管理措置、技術的安全管理措置を講じ、適切な管理を行いま
す。また、外国でのお客様の個人情報を取り扱う場合には外的な環境の把握も実施した上で適切な管理
を行います。 

 
6. お客様からの開示・訂正・中止のご請求 

お客様からご自身の個人情報について、利用目的の通知、開示、訂正・追加・削除、利用停止・消去、
第三者提供の停止又は第三者提供記録の開示をご希望の場合には、下記のお問い合わせ先までお申し出
ください。当支店において、本人確認を行った上で、法令等の定めに基づいて対応致します。 

 
7. お客様からのご質問・ご相談等受付窓口 

お問い合わせ先： 
個人情報に関する利用目的の通知、開示、訂正・追加・削除、利用停止・消去、第三者提供の停止又は
第三者提供記録の開示のご請求、及びその他個人情報の取扱いに関してご不明な点についてのご質問は
下記にて承っております。 

 
クレディ・アグリコル証券会社 東京支店 コンプライアンス部 

住所： 〒106-0041 東京都港区麻布台 1-3-1 麻布台ヒルズ森 JP タワー 
電話番号: 03-4580-5404 
受付時間： 9:00～17:00 （土日祝日、証券会社の休業日を除く） 

 
8. 公表の方法・変更 

本ポリシーの公表は、当支店の店頭に備え置き、縦覧の要に供する方法（ホームページ等への掲載を含
む）によるものとします。また、上記ご案内の内容は、法令の改正その他の理由に基づき法令の定める
範囲において内容を変更する場合があります。その場合は、同様の方法にて公表いたします。 

 
9. 認定個人情報保護団体 

当支店は、金融庁の認定を受けた認定個人情報保護団体である日本証券業協会の協会員です。同協会の
個人情報相談室では、協会員の個人情報の取扱いについての苦情・相談をお受けしております。 

  
苦情・相談窓口： 

日本証券業協会 個人情報相談室 電話（03-6665-6784）（http://www.jsda.or.jp/） 
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勧誘方針 

私たちは、お客様の高い期待と信頼に応えるべく、最新の金融技術と最良のサービスを提供できるよう、以
下の方針に則り、お客様に対して金融商品の適切な勧誘に努めます。 
 
１． お客様の取引目的、知識、財務状況、経験等の有無を十分把握したうえで、お客様の意向と実情に適合

した勧誘を行うよう努めます。 
 
２． お客様自身のご判断と責任においてお取引いただけるよう、商品内容やリスク内容などの重要事項につ

いて、書面の交付その他の適切な方法により、十分なご理解をいただくよう努めます。 
 
３． お客様の信頼の確保を第一義とし、断定的判断の提供や事実と異なると知りながらの情報の提供など、

お客様の誤解を招くような勧誘は行いません。 
 
４． 勧誘・販売に関しましては、不招請の訪問・電話による勧誘は深夜や早朝などの不適切な時間帯には行

わないよう努めます。 
 
５． 法令・諸規則を遵守し、適切な勧誘が行われるよう、内部管理体制の強化に努めます。 
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金融商品取引法に関する重要なお知らせ 

特定投資家／一般投資家制度について 

1. 特定投資家／一般投資家制度 

金融商品取引法に基づくお取引については、お客様は「特定投資家」または「一般投資家」のいずれか
の投資家区分に該当されます。 
一般投資家は、投資家保護の観点から、金融商品取引業者等（以下「業者」といいます。）に課される
規制（以下「業者規制」といいます。）を通じた保護を受けます。これに対して特定投資家は、その知
識・経験・財産の状況から金融取引にかかる適切なリスク管理を行うことが可能と考えられるため、取
引の円滑化の観点から、一定の業者規制（業者と投資家との間の情報格差の是正を目的とする規制その
他の規制）については適用が除外されます。 

 
2. 特定投資家及び一般投資家の移行 

特定投資家と一般投資家の区分は下記の表に記載のとおりです。特定投資家のうち一定の者は、その選
択により一般投資家に移行する（すなわち一般投資家と同様に業者規制による保護を受けることになり
ます。）ことができます。また一般投資家のうち一定の者は、その選択により特定投資家に移行するこ
とができます。 
 

特定投資家 

① 一般投資家への移行不可 
（適格機関投資家、国、日本銀行） 

② 一般投資家への移行可能  
（一定の要件を満たす法人） 

一般投資家 

③ 特定投資家への移行可能 
（②以外の法人、一定の要件を満たす個人） 

④ 特定投資家への移行不可 
（個人（③の個人を除く。）） 

 
期限日について 

金融商品取引法第 34 条の 2 の規定に基づき、特定投資家を一般投資家としてお取扱いする場合の期間は、当
支店がこの取扱いについてお客様の申出を承諾した日以降、再び特定投資家としての取扱いをお客様から申
出をいただくまで有効となります。 
また、同法第 34 条の 3の規定に基づき、一般投資家を特定投資家としてお取扱いする場合の期間は、当支店
がこの取扱いについてお客様の申出を承諾した日以降、最初に訪れる以下の期限日(毎年9月30日)までとし、
それまでの期間を移行の有効期間とさせていただきます。期限日後も有効とするためには、期限日前に更新
の申出をしていただく必要があります。更新の申出及び必要な手続を期限日までに完了いただくことで、移
行の有効期間は期限日の翌日からさらに 1 年間延長されます。なお、一般投資家に戻ることをご希望される
場合は、いつでも所定の手続きにより一般投資家に戻ることが出来ます。 
 
期限日: 毎年 9 月 30 日 
 
金融商品に係るリスクと手数料等について 

具体的な金融商品等のお取引には、各商品(取引）に応じた手数料、報酬、費用その他何らかの対価をいただ
く場合、若しくは購入対価のみをお支払いいただく場合があります。 
また、各金融商品等には経済情勢の変動、金利・為替水準等の変動、債券・株式相場の変動、信用状況の変
動、カントリーリスク等の種々の要因による価格の変動等による損失を生じるおそれがあります。商品ごと
に手数料等およびリスクは異なりますので、当該金融商品等の別途のご案内やタームシート、契約締結前交
付書面、目論見書等をよくお読みください。 
 
当支店の概要 

商号等： クレディ・アグリコル証券会社 東京支店 
金融商品取引業者： 関東財務局長（金商）第 214 号 
加入協会： 日本証券業協会、一般社団法人金融先物取引協会 

投資家の申出により一定の
手続きを経れば移行可能 
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最良執行方針 
 
この最良執行方針は、金融商品取引法第 40 条の 2 第 1 項の規定に従い、お客様にとって最良の取引の条件で
執行するための方針及び方法を定めたものです。 
当支店では、お客様から国内の金融商品取引所市場に上場されている有価証券の注文を受託した際に、お客
様から取引の執行に関するご指示がない場合につきましては、以下の方針に従い執行することに努めます。 
 
1. 対象となる有価証券 

(1) 国内の金融商品取引所市場に上場されている株券、新株予約権付社債券、ETF(株価指数連動型投資信
託受益証券)及び REIT(不動産投資信託の投資証券)等、金融商品取引法施行令第 16 条の 6 に規定さ
れる「上場株券等」。 

(2) 当支店は、グリーンシート銘柄である株券及び新株予約権付社債券等、金融商品取引法第 67 条の 18
第 4 号に規定される「取扱有価証券」についての注文は取扱いいたしません。 

 
2. 最良の取引の条件で執行するための方法 

当支店においては、お客様からいただいた上場株券等に係る注文は、原則として、すべて国内の金融商品
取引所市場に取り次ぐこととし、当支店が直接の相手となる場合や PTS への取次ぎを含む取引所外売買の
取扱いは行いません。 
(1) お客様から委託注文を受託いたしましたら、速やかに国内の当該銘柄が上場している金融商品取引所

市場に取次ぐことといたします。金融商品取引所市場の売買立会時間外に受注した委託注文について
は、金融商品取引所市場における売買立会が再開された後に金融商品取引所市場に取次ぐことといた
します。 

(2) (1)において委託注文の金融商品取引所市場への取次ぎは、次のとおり行います。 
① 上場している金融商品取引所市場が 1 箇所である場合(単独上場)には、当該金融商品取引所市場

へ取次ぎます。 
② 複数の金融商品取引所市場に上場(重複上場)されている場合には、執行時点において、ブルーム

バーグ情報端末等(当支店にお電話にてお問い合わせいただければ、ご回答致します)において対
象銘柄の証券コードを入力して検索した際に最初に表示される金融商品取引所市場(当該市場は、
同社所定の計算方法により一定期間において最も売買高が多いとして選定されたものです)に取
り次ぎます。 

③ ①又は②により選定した金融商品取引所市場が、当支店が取引参加者又は会員となっていないと
ころである場合には、当該金融商品取引所市場の取引参加者又は会員のうち、当該金融商品取引
所市場への注文の取次ぎについて契約を締結している者を経由して、当該金融商品取引所市場に
取次ぎます。 

 
3. 当該方法を選択する理由 

金融商品取引所市場は多くの投資家の需要が集中しており、取引所外売買と比較すると、流動性、約定可
能性、取引のスピード等の面で優れていると考えられ、ここで執行することがお客様にとって最も合理的
であると判断されるからです。また、複数の金融商品取引所市場に上場されている場合には、その中で最
も流動性の高い金融商品取引所市場において執行することが、お客様にとって最も合理的であると判断さ
れるからです。 

 
4. その他 

(1) 次に掲げる取引については、2．に掲げる方法によらず、それぞれ次に掲げる方法により執行いたし
ます。 
① お客様から執行方法に関するご指示（当支店が自己で直接の相手方となる売買のご希望、執行す

る金融商品取引所市場のご希望、お取引の時間帯のご希望等）があった取引 
 当該ご指示いただいた執行方法 

② 投資一任契約等に基づく執行 
 当該契約等においてお客様から委任された範囲内において当支店が選定する方法 

③ 株式累積投資や株式ミニ投資等、取引約款等において執行方法を特定している取引 
 当該執行方法 

④ 端株及び単元未満株の取引 
 端株及び単元未満株を取り扱っている金融商品取引業者に取次ぐ方法 

(2) システム障害等により、やむを得ず、最良執行方針に基づいて選択する方法とは異なる方法により執
行する場合がございます。その場合でも、その時点で最良の条件で執行するよう努めます。 

 
最良執行義務は、価格のみならず、例えば、コスト、スピード、執行の確実性等さまざまな要素を総合
的に勘案して執行する義務となります。 
したがって、価格のみに着目して事後的に最良でなかったとしても、それのみをもって最良執行義務の
違反には必ずしもなりません。  
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利益相反管理方針の概要 
 
金融機関の提供するサービスの多様化や、世界的な金融コングロマリット化の進展に伴い、金融機関内又は
金融グループ内において、競合・対立する複数の利益が存在し、利益相反が発生するおそれが高まっていま
す。 
 
こうした状況の中で、クレディ･アグリコル証券会社 東京支店（以下「当支店」といいます。）では、お客
様の利益が不当に害されることのないよう、利益相反のおそれのある取引（以下「対象取引」といいます。）」
の管理強化に努めております。当支店は、対象取引を特定、管理するため、利益相反管理方針（以下「本方
針」という。）を策定し、その概要を以下に公表いたします。 
 
１． 利益相反のおそれのある取引の類型・判断基準 
 
対象取引の類型は、あくまで対象取引の有無の判断基準に過ぎず、これらに該当するからといって直ちに対
象取引となるわけではないことにご注意ください。なお、必要に応じ、将来の追加・修正がありうることに
ご留意下さい。 
 
・ 助言やアドバイスを通じて、お客様が自己の利益を優先させてくれると合理的な期待を抱く場合（忠実

義務型）。 
・ お客様の犠牲により、当支店又は下記の対象会社が経済的利益を得るか又は経済的損失を避ける可能性

がある場合（忠実義務型）。 
・ お客様以外の者との取引に関連して、通常の手数料や費用以外の金銭、財貨若しくはサービスの形で誘

因を得る場合、又は将来得ることになる場合（忠実義務型）。 
 
・ 当支店又は対象会社が保護すべきお客様を相手方とする取引をする場合（自己代理型）。 
・ 当支店又は対象会社が保護すべきお客様の取引相手の側に立つ取引をする場合（双方代理型） 
・ 当支店又は対象会社が保護すべきお客様の取引相手との間の、お客様と競合する取引をする場合（競合

取引型）。 
 
・ 当支店又は対象会社が保護すべきお客様の非公開情報の利用等を通じ、自己の利益を得る取引をする場

合（情報利用型）。 
・ 当支店又は対象会社が同一取引に複数の立場で関与することにより、通常の取引と同様の条件の取引が

期待できない場合（取引の内部化型）。 
 
なお、当支店は、利益相反に該当するか否かの判断において、当支店及びクレディ･アグリコル・グループの
レピュテーションに対する影響がないか等の事情も考慮します。 
 
２．利益相反管理の対象となる会社の範囲 
 
当支店は、金融商品取引法に基づき、当支店及び以下の会社（以下、「対象会社」といいます。）と行う対象
取引を管理します。 
・ クレディ・アグリコル銀行東京支店 
・ アムンディ・ジャパン株式会社 
・ クレディ・アグリコル生命保険株式会社 
・ クレディ・アグリコル・エス・エイ 
・ クレディ・アグリコル・コーポレート・アンド・インベストメント・バンク 
・ 対象取引を行うその他の海外の関係会社 
 
3．利益相反のおそれのある取引の管理の方法 
 
当支店は、対象取引を特定した場合、次に掲げる方法その他の方法を選択し、又は組み合わせることにより
お客様の保護を適正に確保いたします（次に掲げる方法は具体例に過ぎず、下記の措置が採られるとは必ず
しも限られません。）。 
 
・ 対象取引を行う部門とお客様との取引を行う部門を分離する方法 
・ 対象取引又はお客様との取引の条件又は方法を変更する方法 
・ 対象取引又はお客様との取引を中止する方法 
・ 対象取引に伴い、お客様の利益が不当に害されるおそれがあることについて、お客様に適切に開示する

方法（ただし、当支店又は上記対象会社が負う守秘義務に違反しない場合に限ります。） 
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4．利益相反管理体制 
 
当支店のコンプライアンス部を利益相反管理統括部署とし、営業部門業務担当部署から独立した立場で、対
象会社の取引情報等を必要に応じて収集し、対象取引の特定及び管理を一元的に行います。 
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反社会的勢力に対する基本方針 

クレディ・アグリコル銀行東京支店及びクレディ・アグリコル証券会社東京支店（以下、併せて本規程で「当
支店」といいます。）は、暴力、威力と詐欺的手法を駆使して経済的利益を追求する集団又は個人（いわゆる
反社会的勢力）による被害を防止するために、次の基本方針を宣言します。 
 
１． 当支店は、反社会的勢力に対しては、組織全体として対応を図るとともに、反社会的勢力に対応する

役職員の安全確保に努めます。 
 
２． 当支店は、反社会的勢力による不当要求に備えて、警察、弁護士等の外部の専門機関と緊密な連携関

係を構築します。 
 
３． 当支店は、反社会的勢力に対しては、取引関係を含めて、一切の関係を遮断します。 
 
４． 当支店は、反社会的勢力による不当要求を拒絶し、反社会的勢力による不当要求に対しては、必要に

応じて民事と刑事の両面から法的対応を行います。 
 
５． 当支店は、反社会的勢力に対して、裏取引や資金提供は絶対に行いません。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

苦情等の取扱いについて 

苦情等の処理措置の内容 

当支店では、当支店業務関連の苦情や相談のお申し出に対し、誠実に対応し、迅速に解決を図ります。 
 
当支店の業務に関する苦情・相談のお申し出は担当営業員までお願いいたします。なお、当支店では苦情・
相談の対応を最終的にコンプライアンス部でとりまとめております。担当営業員の対応にご不満がある場合、
あるいは当支店の苦情・相談の対応が社内手続きに則って行われているかをご確認されたい場合にはコンプ
ライアンス部（連絡先：03-4580-5404）までご連絡いただきますようお願いいたします。 
 
金融商品取引業の紛争解決措置の内容 

当支店は、特定非営利活動法人 証券・金融商品あっせん相談センター（連絡先：0120-64-5005）を利用する
ことにより金融商品取引業等業務関連の苦情及び紛争の解決を図ります。 
 
貸金業の紛争解決措置の内容 

当支店は、日本貸金業協会 貸金業相談･紛争解決センター（連絡先：0570-051-051）を利用することにより
貸金業務関連の苦情及び紛争の解決を図ります。 
 



無登録格付に関する説明書 

この情報は、2019（令和元）10 月 1 日時点における信頼できると考えられる情報源から作成しておりますが、その正確性・完全性を当社が保

証するものではありません。詳しくは上記の各社ホームページをご覧ください。 

 

 
格付会社に対しては、市場の公正性・透明性の確保の観点から、金融商品取引法に基づく信用格付業者の登録制が導入されております。

これに伴い、金融商品取引業者等は、無登録格付業者が付与した格付を利用して勧誘を行う場合には、金融商品取引法により、無登録格

付である旨及び登録の意義等を顧客に告げなければならないこととされております。 
 

○登録の意義について 
登録を受けた信用格付業者は、①誠実義務、②利益相反防止・格付プロセスの公正性確保等の業務管理体制の整備義務、③格付対

象の証券を保有している場合の格付付与の禁止、④格付方針等の作成及び公表・説明書類の公衆縦覧等の情報開示義務等の規制を受

けるとともに、報告徴求・立入検査、業務改善命令等の金融庁の監督を受けることとなりますが、無登録格付業者は、これらの規制・監督

を受けておりません。 
 

○格付会社グル

ープの呼称 

ムーディーズ・インベスターズ・サービス 

(以下、「ムーディーズ」といいます) 

S&P グローバル・レーティング 

（以下、「S&P」といいます） 

フィッチ・レーティングス 

(以下、「フィッチ」といいます) 

○ グループ内の

信 用格 付業 者

の 名 称 及び 登

録番号 

ムーディーズ・ジャパン株式会社 

 

（金融庁長官（格付）第 2 号） 

S&P グローバル・レーティング・ジャパン

株式会社 

（金融庁長官（格付）第 5 号） 

フィッチ・レーティングス・ 

ジャパン株式会社 

（金融庁長官（格付）第７号） 

○ 信用格付を付

与するために用

いる方針及び方

法 の 概 要 に 関

す る 情 報 の 入

手方法について 

ムーディーズ・ジャパン株式会社のホー

ムページ（ムーディーズ日本語ホームペ

ージ

（https://www.moodys.com/web/ja/jp.h

tml）の「信用格付事業」をクリックした後

に表示されるページ）にある「無登録業

者の格付の利用」欄の「無登録格付説

明関連」に掲載されております。 

S&P グローバル・レーティング・ジャパン

株式会社のホームページ

（https://www.spglobal.com/ratings/jp/

homepage/）の「ライブラリ・規制関連」

の「無登録格付け情報」

（https://www.spglobal.com/ratings/jp/r

egulatory/content/unregistered）に掲載

されております。 

フィッチ・レーティングス・ジャパン株式会

社のホームページ

（https://www.fitchratings.com/ja/regio

n/japan）の「規制関連」セクションにある

「格付方針等の概要」に掲載されており

ます。 

○ 信用格付の前

提、意義及び限

界について 

ムーディーズの信用格付は、事業体、

与信契約、債務又は債務類似証券の将

来の相対的信用リスクについての、現

時点の意見です。ムーディーズは、信用

リスクを、事業体が契約上・財務上の義

務を期日に履行できないリスク及びデフ

ォルト事由が発生した場合に見込まれ

るあらゆる種類の財産的損失と定義し

ています。信用格付は、流動性リスク、

市場リスク、価格変動性及びその他の

リスクについて言及するものではありま

せん。また、信用格付は、投資又は財

務に関する助言を構成するものではな

く、特定の証券の購入、売却、又は保有

を推奨するものではありません。ムーデ

ィーズは、いかなる形式又は方法によっ

ても、これらの格付若しくはその他の意

見又は情報の正確性、適時性、完全

性、商品性及び特定の目的への適合性

について、明示的、黙示的を問わず、い

かなる保証も行っていません。 

ムーディーズは、信用格付に関する信

用評価を、発行体から取得した情報、公

表情報を基礎として行っております。ム

ーディーズは、これらの情報が十分な品

質を有し、またその情報源がムーディー

ズにとって信頼できると考えられるもの

であることを確保するため、全ての必要

な措置を講じています。しかし、ムーディ

ーズは監査を行う者ではなく、格付の過

程で受領した情報の正確性及び有効性

について常に独自の検証を行うことはで

きません。 

S&P の信用格付は、発行体または特定

の債務の将来の信用力に関する現時

点における意見であり、発行体または

特定の債務が債務不履行に陥る確率を

示した指標ではなく、信用力を保証する

ものでもありません。また、信用格付

は、証券の購入、売却または保有を推

奨するものでなく、債務の市場流動性や

流通市場での価格を示すものでもあり

ません。 

信用格付は、業績や外部環境の変化、

裏付け資産のパフォーマンスやカウンタ

ーパーティの信用力変化など、さまざま

な要因により変動する可能性がありま

す。 

S&P は、信頼しうると判断した情報源か

ら提供された情報を利用して格付分析

を行っており、格付意見に達することが

できるだけの十分な品質および量の情

報が備わっていると考えられる場合に

のみ信用格付を付与します。しかしなが

ら、S&P は、発行体やその他の第三者

から提供された情報について、監査・デ

ュー・デリジュエンスまたは独自の検証

を行っておらず、また、格付付与に利用

した情報や、かかる情報の利用により

得られた結果の正確性、完全性、適時

性を保証するものではありません。さら

に、信用格付によっては、利用可能なヒ

ストリカルデータが限定的であることに

起因する潜在的なリスクが存在する場

合もあることに留意する必要がありま

す。 

フィッチの格付は、所定の格付基準・手

法に基づく意見です。格付はそれ自体

が事実を表すものではなく、正確又は不

正確であると表現し得ません。信用格

付は、信用リスク以外のリスクを直接の

対象とはせず、格付対象証券の市場価

格の妥当性又は市場流動性について

意見を述べるものではありません。格付

はリスクの相対的評価であるため、同一

カテゴリーの格付が付与されたとして

も、リスクの微妙な差異は必ずしも十分

に反映されない場合もあります。信用格

付はデフォルトする蓋然性の相対的序

列に関する意見であり、特定のデフォル

ト確率を予測する指標ではありません。 

フィッチは、格付の付与・維持において、

発行体等信頼に足ると判断する情報源

から入手する事実情報に依拠しており、

所定の格付方法に則り、かかる情報に

関する調査及び当該証券について又は

当該法域において利用できる場合は独

立した情報源による検証を、合理的な

範囲で行いますが、格付に関して依拠

する全情報又はその使用結果に対する

正確性、完全性、適時性が保証される

ものではありません。ある情報が虚偽又

は不当表示を含むことが判明した場

合、当該情報に関連した格付は適切で

ない場合があります。また、格付は、現

時点の事実の検証にもかかわらず、格

付付与又は据置時に予想されない将来

の事象や状況に影響されることがありま

す。 

信用格付の前提、意義及び限界の詳細

にわたる説明については、フィッチの日

本語ウェブサイト上の「格付及びその他

の形態の意見に関する定義」をご参照く

ださい。 

 


